
 
 
 

Ⅱ 専門分野の成長戦略 
 
 

２ 林業分野 
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現状
40.4万m3

第2期計画の取り組み
H27H26H25H24

高知県産業振興計画の推進によって実現を目指す本県産業の姿

○ 森林の集約化と経営委任の推進
・ 森林経営計画と森の⼯場の整備

○ 地形や地質にマッチした効率的な⽣産システムの導⼊を促進
○ 皆伐による原⽊の増産
○ ⼤型製材⼯場や県内製材⼯場等への原⽊の安定供給システムの構築

原
木
生・ 協定取引の推進

○ 森林組合の経営⼒強化
○ ⾃伐林家等による⽣産を促進

生
産

加
工
体
制

○ ⼤型製材⼯場等の施設整備の促進
・ ⼤型製材⼯場の整備と⽣産
・ 単板⼯場の整備計画の検討

○ 県内事業者による⼤型製材⼯場整備
・ ビジネスプランの作成、⼯場の整備

○ 既存事業者の加⼯⼒の増強を推進
乾燥施設等の新設及び増強

流

○ 県産材を利⽤した⽊造住宅への⽀援
○ 公共事業や公共施設等での県産材の利⽤推進

・ 乾燥施設等の新設及び増強

流
通
・販
売

業 県
○ ⼤消費地に設置した流通拠点を活⽤した⼟佐材流通量の拡⼤
○ 県外販売の窓⼝を⼀元化し、製品の安定供給を促進
○ ⼤消費地への販路拡⼤
・ 消費地商談会や展⽰販売会の実施により、⼟佐材の

知名度アップとロット販売量を増加
○ 品質が確保された製品の安定供給体制を確⽴

木
質
バ
イ

○ 原⽊や林地残材の搬出に対する⽀援
○ ⽊質バイオマス燃料の安定供給
○ ⽊質バイオマスボイラーの改良及び低コスト化
○ 幅広い分野での⽊質バイオマス利⽤を促進
○ 燃焼灰の適正処理イ

オ
マ
ス

○ 燃焼灰の適正処理
○ コスト差を埋める⽀援の仕組みの検討
○ 推進体制の強化
・ ⽊質バイオマスエネルギー利⽤促進協議会の参加者の拡⼤、協議
内容の拡充

○ ⽊質バイオマス発電の推進
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4年後の⽬標 10年後の⽬指す姿さらなる⾶躍
へのポイント

＜林業分野（案）＞

原
木
生
産
量

○森林の集約化を
一層推進

○作業システムの
改善による原木

立木の資産価
値 30％アップ

（H22年比）

〜⼭の資産価値をアップ、
中⼭間の雇⽤を確保〜

● ⽴⽊の資産価値
20％アップ（H22年比）

量
６
５
万
立
方

～
山
で

改善による原木
生産の効率化 担い手数

1,720人

● 担い⼿数
1,720人（75人増）

〜⽊材の付加価値 方
メ
ー
ト
ル

で
若
者
が
働
く
、

製材品の生産
量 35万5千m3

木材の製造品
出荷額

○単板工場の誘致

○製材工場の効率
化・高品質化を進め、
競争力を強化

原
木
生
産
量

⽊材の付加価値
を⾼める〜

● 製材品の⽣産量
30万m3（30 %増）

● 製造品出荷額
（⽊材・⽊製品）

、
全
国
ト
ッ
プ
３

戸建て住宅の
木造率

200億円

○土佐材の知名度の
向上による活発な

量
６
２
万
立
方

（⽊材・⽊製品）
190億円（40億円増）

〜県内での県産材利⽤
が拡⼤〜

● ⼾建て住宅の⽊造率
３
の
国
産
材
産

木造率
四国No.1

県産材製品の
県外出荷量

26万m3

向 よる活発な
取引

○県外への流通・販
売システムのさら
なる強化

方
メ
ー
ト
ル

全国平均以上

〜県外市場での認知度
の向上〜

● 県産材製品の県外
出荷量
22万m3/年（70％増） 産

地
～

木質バイオマス
利用量

○木質バイオマスを低

22万m3/年（70％増）

〜森林資源を使い切り
⽊の価値をアップ〜

38万トン
（金額換算：23億
円）

質 低
コストで大量に収集
するシステムづくり

● ⽊質バイオマス利⽤
量 34万トン（50％増）

（金額換算：21億円）
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森
林

資
源

H
21

末
蓄

積
：

1.
72

億
m
3

成
長

量
：
25
2万

m
3/
年

（
う
ち
人

工
林
）

（
蓄

積
：

1.
46

億
m
3）

【
課

題
】

①
地

域
の

実
情

に
応

じ
た
持

続
的

な
森

林
経

営
の

プ
ラ
ン
が

必
要

②
保

育
コ
ス
ト
高

等
か

ら
適

切
な
手

入
れ

が
さ
れ

ず
荒

廃
森

林
が

発
生

成
熟

し
た

森
林

資
源

を
ダ

イ
ナ

ミ
ッ

ク
に

活
用

し
た

所
得

の
向

上
と

雇
用

の
創

出
産

業
成

長
戦

略
（

林
業

分
野

）
の

概
要

【
施

策
】

６
．
健

全
な
森

づ
く
り

数
値

目
標

H
22

→
H
33

(H
27
)

●
原

木
生

産
量

循
環

型
の

林
業

を
持

続

（
成

長
量
：
23
5万

m
3/
年

）
②

保
育

コ
ス
ト
高

等
か

ら
適

切
な
手

入
れ

が
さ
れ

ず
荒

廃
森

林
が

発
生

③
成

林
ま
で
の

ト
ー
タ
ル

コ
ス
ト
が

高
く
、
再

造
林

が
困

難
④

獣
害

（
シ
カ
、
ウ
サ

ギ
等

）
に
よ
り
確

実
な
更

新
が

困
難

原
木

生
産
量

◆
持

続
可

能
な

森
林

づ
く

り
①

地
域

の
森

林
整

備
に
関

す
る
計

画
の

作
成

支
援

（
適

地
適

木
、
資

源
循

環
な
ど
）

③
再
造
林
へ
の
支
援
、
省

力
化
の

検
討

④
獣

害
対

策
（
防

護
柵

設
置

等
）
の

支
援

◆
荒

廃
森

林
の

解
消

②
保
育
間
伐
の
推
進

・
公

益
的

機
能

が
高

い
森

林
の

間
伐

支
援

・
オ
フ
セ
ッ
ト
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
活

用
し
た
森

林
整

備
の

推
進

●
原

木
生

産
量

（
再

掲
）

40
4千

m
3

→
65
0千

m
3

(6
20

千
m
3)

フ
ォ
レ
ス
タ
ー

に
よ
る
支

援

【
課

題
】

①
大

消
費

地
か

ら
遠

隔
地

で
あ
り
輸

送
コ
ス
ト
高

②
県

外
で
の

土
佐

材
の

認
知

度
が

不
足

③
事
業
者
の
営
業
力
の
強
化
が
必
要

④
木
材
を
使
う
仕
組
み
や
意
識
の
強
化
が
必
要

３
．
流

通
・
販
売

体
制
の

強
化

【
課

題
】

①
森

林
の

所
有

規
模

が
小

さ
い

②
地
形
が
急
峻

③
原
木
の
販
売
価
格
が
不
安
定

④
効

率
的

な
生

産
が

で
き
る
事

業
者

が
少

な
い

H
22

年

4
0
4

千
m

3

【
課

題
】

①
成

熟
し
た
豊

富
な
森

林
資

源
を
使

い
切

れ
な
い

②
機

械
設

備
が

不
十

分
で
、
生

産
コ
ス
ト
高

③
消

費
者

の
求

め
る
品

質
確

保
の

取
り
組

み
が

不
十

分
④
財
務
体
質
が
弱
く

設
備
投
資
が
困
難

２
．
加

工
体

制
の
強

化
１
．
原

木
生

産
の
拡

大
●

森
の

工
場 整
備

面
積

37
,1
61
ha →
90
,0
00
ha

(6
9,
80
0h

a)

間
伐

と
皆

伐
を

組
み

合
わ

せ
て

増
産

品
質

の
向

上
と

加
工

量
の

増
大

地
産

地
消

・
地

産
外

商
の

推
進

④
木
材
を
使
う
仕
組
み
や
意
識
の
強
化
が
必
要

④
効

率
的

な
生

産
が

で
き
る
事

業
者

が
少

な
い

⑤
担

い
手

の
確

保
と
技

術
の

向
上

④
財
務
体
質
が
弱
く
、
設
備
投
資
が
困
難

【
施

策
】

◆
生

産
性

の
向

上
と

原
木

の
増

産
①

森
林

の
集

約
化

と
経

営
委

任
の

推
進

・
森

林
経

営
計

画
と
森

の
工

場
の

整
備

・
森

林
施

業
プ
ラ
ン
ナ
ー
の

活
動

支
援

国
公

有
林

等
を
活

用
し
た
大

規
模

化

【
施

策
】

◆
企

業
誘

致
等

に
よ

る
大

型
加

工
施

設
の

整
備

①
～
③
大
型
加
工
施
設
の
整
備

・
大

型
製

材
工

場
の

整
備

・
単

板
工

場
の

整
備

（
低

質
材

の
加

工
力

強
化

）

【
施

策
】

◆
流

通
の

統
合

・
効

率
化

①
拠

点
を
活

用
し
た
流

通
の

効
率

化
の

推
進

・
県

外
の

流
通

拠
点

の
設

置
・
建

築
工

程
に
応

じ
た
き
め
細

か
な
配

送
の

推
進

県
内

事
業

者
の

共
同

輸
送

（
県

外
へ

）
体

制
の

強
化

●
担

い
手

1,
64
5人

→
1,
72
0人

(1
,7
20

人
) 

・
国
・
公

有
林

等
を
活

用
し
た
大

規
模

化
②

地
形

や
資

源
に
マ
ッ
チ
し
た
効

率
的

な
生

産
シ
ス
テ
ム

の
導
入
促
進

・
林

業
機

械
や

林
内

路
網

の
整

備
・
効

率
的

な
路

網
や

架
線

集
材

な
ど
の

普
及

・
事

業
体

の
作

業
シ
ス
テ
ム
改

善
の

支
援

③
協

定
取

引
に
よ
る
安

定
供

給
の

推
進

◆
事

業
体

や
担

い
手

の
育

成

（
低

質
材

の
加

工
力

強
化

）

◆
県

内
加

工
事

業
体

の
生

産
力

等
の

強
化

①
～

④
既

存
加

工
事

業
体

の
生

産
力

等
の

維
持

・
強

化
・
県

内
事

業
者

に
よ
る
大

型
製

材
工

場
の

整
備

・
新
た
な
設
備
導
入
や
既
存
設
備
更
新
の
支
援

・
県

内
事

業
者

の
共

同
輸

送
（
県

外
へ

）
体

制
の

強
化

◆
販

売
力

の
強

化
②
、
③
地
産
外
商
の
推
進
（
流
通
拠
点
の
活
用
な
ど
）

・
企

業
・
団

体
と
行

政
が

連
携

し
た
営

業
活

動
を
推

進
（
土
佐
材
展
示
会
、
セ
ミ
ナ
ー
、
商
談
会
の
開
催
な
ど
）

●
林

業
労

働
者 の
年

収

→
 4
百

万
円
/年

(4
百

万
円
/年

)

増
産

2
1
6

千
3

◆
事

業
体

や
担

い
手

の
育

成
④
事
業
体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
向
上

・
中

期
的

な
ビ
ジ
ョ
ン
に
基

づ
く
森

林
組

合
経

営
を
支

援
・
森

林
組

合
の

合
併

を
推

進
・
森

林
施

業
プ
ラ
ン
ナ
ー
の

育
成

・
建

設
業

者
等

の
新

規
参

入
と
定

着
を
支

援
⑤

担
い
手

の
確

保
・
育

成
・
搬

出
作

業
等

の
技

術
力

ア
ッ
プ

新
規
就
業
の
促
進

新
設
備
導
入

既
存
設
備
更
新

支
援

（
効

率
化

、
低

コ
ス
ト
化

、
高

品
質

化
等

）
（

佐
材
展

会
、

ナ
、
商
談
会

開
催

）
・
商

品
力

の
向

上
へ

の
支

援
（
Ｊ
Ａ
Ｓ
認

定
取

得
・
表

示
の

支
援

、
地

域
材

ブ
ラ
ン
ド

化
の
推
進
な
ど
）

④
地
産
地
消
の
推
進

・
県

産
材

使
用

住
宅

の
建

築
、
リ
フ
ォ
ー
ム
の

支
援

・
公

共
施

設
、
公

共
事

業
で
の

木
材

利
用

の
推

進

●
製

材
品

生
産
量

22
4千

m
3

→
35
5千

m
3

(3
00

千
m
3)

【
課

題
】

千
m

3
・
新
規
就
業
の
促
進

・
自

伐
林

家
等

の
生

産
活

動
の

支
援

５
．
森

の
も
の

の
活

用
【

課
題

】
①

原
木

や
林

地
残

材
の

集
荷

コ
ス
ト
高

②
バ

イ
オ
マ
ス
利

用
ボ
イ
ラ
ー
の

導
入

経
費

や
管

理
経

費
（
燃

焼
灰

処
理

等
）
が

他
製

品
に
比

較
し
て

割
高

③
原

木
増

産
に
伴

い
発

生
す
る
多

量
の

バ
イ
オ
マ
ス
の

有
効

が

【
施

策
】

◆
木

質
バ

イ
オ

マ
ス

の
効

率
的

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

の
推

進
と

多
面

的
利

用
の

拡
大

①
原

木
や

林
地

残
材

の
搬

出
に
対

す
る
支

援

４
．
木

質
バ

イ
オ
マ
ス
の

利
用

拡
大

●
乾

燥
材

生
産
量

56
千
m
3(
H
21
)

→
12
0千

m
3

(1
11

千
m
3)

５
０

%
増

産
森

の
恵

み
を

余
す

こ
と

な
く

活
用

製
品

原
材

料
＋

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
の

推
進

H
27

年
62

万
m
3

H
33

年
65

万
m
3

①
重

要
な
換

金
品

目
の

生
産

・
販

売
振

興
が

必
要

②
地
域
の
森
林
や
産
物
を
活
用
し
た
取
り
組
み
の
推
進
が
必
要

増
産

3
0

千
m

3

有
効
利
用
が
必
要

②
バ

イ
オ
マ
ス
利

用
施

設
の

導
入

・
管

理
コ
ス
ト
の

低
減

・
バ

イ
オ
マ
ス
利

用
ボ
イ
ラ
ー
の

導
入

支
援

・
一

定
の

地
域

内
で
の

効
率

化
を
推

進
（
共

同
利

用
・
処

理
）

③
発
電
や
製
品
原
材
料
な
ど
多
用
途
利
用
の
推
進

・
再

生
可

能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の

全
量

固
定

価
格

買
取

制
度

に
対

応
し
、
バ

イ
オ
マ
ス
発

電
を
推

進
な
ど

●
木

質
バ

イ
オ
マ
ス

利
用

量
22
7千

㌧ →
38
0千

㌧
(3
40

千
㌧
)

【
施

策
】

◆
特

用
林

産
物

の
生

産
等

の
振

興
①

特
用

林
産

物
（
炭

、
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ﾉｺ

、
ｼ
ｷ
ﾐ等

）
の

生
産

・
販

売
支

援
②
提
案
型
等
の
地
域
発
の
取
り
組
み
を
支
援
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産業成長戦略の概要（林業分野） 

 

 高知県は、面積の約84パーセントが林野である全国でも有数の“山”の国です。その山では、長い

間、そこに住む人々が豊かな森林資源を守り育て、水源を守り、暮らしを営んできました。 

 産業振興計画の林業分野では、この森林資源を生かして所得の向上を図ることを目指し、山の産業

を元気にします。 

 そのための取り組みの一つに、「森の工場」があります。これは、森林所有者の協力によって複数

の森林をひとまとめに集約することで、作業道の開設や高性能林業機械の導入を行いやすくし、工場

のように計画的・効率的に木を伐り出すものです。この取り組みにより平成23年8月までに合計100

工場、約４万５百ヘクタールが設置されました。 

 本県では、森林の所有規模が小さく、まとまりのある作業ができにくいことが、木材生産の停滞の

一因であることから、引き続き、「森の工場」による生産の集約化を拡大していきます。さらに今後

は、育成権も含めた森林経営の委任形態による「森の工場」の拡大や、間伐と皆伐の組み合わせによ

る素材の生産などにより、原木の増産・安定供給と収益の向上に取り組みます。併せて、森林所有者

に対して計画的な施業を提案する「森林施業プランナー」の育成、資質向上により森林の集約化とあ

わせた持続的な林業経営の促進や、効率的な生産システムを担える林業従事者の確保と技術力の向上

に引き続き取り組んでいきます。 

 戦後に植林された本県の森林資源は、成熟期を迎え、利用される時期へとさしかかっていますが、

県内の加工事業体の多くは中小零細であり、乾燥設備等の導入が進んでいないため、消費者ニーズに

対応しきれず、製品の生産量は年々減少しています。 

こうした状況下、成熟した森林資源をダイナミックに動かすため、全国に販売チャンネルを持つ県

外企業を誘致し大型製材工場を整備するとともに、素材生産者等との調整により原木を大量かつ安定

的に供給できる体制を確立して、高品質な県産材製品の増産・販売を推進します。加えて、生産規模

が零細で経営基盤の脆弱な県内製材工場の中から、意欲ある企業を組織化し大型製材工場の設立を支

援します。さらに、既存事業者が競争力を保ち、事業を継続する中で、雇用や生産力を維持できるよ

う、共同・協業化によるコスト低減や設備の更新等に対して必要な支援を行います。 

 また、行政と県内の木材関係者が協働し、木材の需要を拡大することも重要です。 

県産材を利用した木造住宅の建築促進や、公共事業・公共施設への県産材の率先使用などを図るこ

とにより、引き続き、県内での木材需要の拡大を進めていくとともに、県外にも県産材を売り込み、

販売量を増やしていくための施策を強化していきます。現在、関東、東海、関西、九州の１０カ所に

設置している県産材の一時保管や荷捌きを行う流通拠点を活用し販売を拡大するため、土佐材の展示

会や商談会を開催し、組織的かつ継続的な外商活動を展開するなど、県産材の外商活動を強化します。 

こうした林業・木材産業の再生に向けた生産、加工、流通、販売の取り組みのほか、全国一の森林

率による豊富な森林資源を、木材産業の活性化、「エネルギーの地産地消」による雇用の創出や県内経

済への波及に生かす取り組みとして、ここ数年、「木質バイオマス」のエネルギー利用の拡大を重点的

に進めています。さらに今後は、木質バイオマスの多面的な利用促進とともに、利用施設の集団化・

ネットワーク化による効率的な利用体制の構築や林地残材の効率的な搬出などを進めることで、利用

を加速化し、未利用資源の有効活用を図っていきます。 

 また、引き続き、多様な効果が見直されている木炭などの特用林産物の生産や地域の森林を生かす

取り組みを各地域で進めていくことにより、中山間地域での所得向上や地域の活性化につなげていく

とともに、国の補助制度や森林環境税などを活用した計画的な間伐やオフセット・クレジット（Ｊ－

ＶＥＲ）制度を活用した森林整備を推進することにより、荒廃森林の解消を図っていきます。 

 さらに、今後、原木の増産に伴い増加する皆伐の跡地については、再造林の支援やシカの被害対策

により適切に更新を促し、循環型の林業を進めてまいります。 

林業・木材産業を取り巻く状況は依然として厳しく、手応えを感じるようになるまでには、継続的

な取り組みが必要だと考えています。そのため、生産から加工、販売に至るまであらゆる可能性を探

り、林業分野の大きな目標である、豊かな森林資源を活用した所得の向上と雇用の創出を目指して、

関係者と一体となって挑戦していきます。 
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戦略の柱【１．原木生産の拡大】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

(1) 生産性の向上と原
　　木の増産

◆森林の集約化と経営委任
　の推進
　◎森林経営計画と森の工場
　　の整備
　★国・公有林を活用した大
　　規模化の推進 ○

◆制度改正により森林経
営計画の策定が重要

◆森林への関心が希薄
な所有者が増加し、集約
化が難しくなってきた

◆大型製材工場の進出
に伴い、木材の安定供給
が間伐だけでは十分でな
い

◆効率の高い生産システ
ムを稼働させるための路
網や機械装備が不足して
いる

◆効率的な生産システム
を使いこなすノウハウが
不十分

◆森林の境界などの森
林情報の把握に対する
取組が不十分であった

◆地形や資源にマッチした効
　率的な生産システムの導入
　を促進
　○林内路網の整備や高性
　　能林業機械の整備への支
　　援
　○効率的な路網や架線集材
　　などの普及
　○事業体の作業システム改
　　善に向けた支援 ○

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

１．間伐と皆伐を組み合わせて
　　増産

◆森林資源は成熟しつつ
ある

◆国際的な木材需給の
状況や、地球温暖化の防
止などに対する森林への
関心の高さなどから、国
産材が見直されてきてい
る

◆県産材の生産（資源の
活用）は依然として低調

◆森林の所有規模が小
さく、効率的計画的な生
産活動が停滞

・「森の工場」の拡大、推
進
◆森林施業の集約化の
有効性は一定認識され、
森の工場の面積及び木
材生産量が増大

◆森の工場の間口の緩
和や簡素化によって、新
規事業体の増加や集約
化が加速

◆森の工場での生産性
などは工場以外に比べ
効率的になった

原木生産量（Ｈ１8）

44万6千m3

・提案型集約化施業を実
践できる森林施業プラン
ナーの育成
◆プランナー研修を受講
した50名が、森の工場等
の集約化に向けて取り組
みを始めている

◆H２４から始まる森林経
営計画の策定と実行

◆森林経営計画の策定等に
　向けた集約化の促進
　○森林施業プランナーの育
　　成（増員、実践力の向上）
　○計画策定に向けた合意形
　　成及び森林境界の明確化
　　の促進

◆★皆伐による原木の増産

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　　 ◎は拡充事業
                   ○は継続事業

○ ○
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆施業林地を集約
化し、効率的な作
業システムによる、
計画的な木材生産
を行うことのできる
「森の工場」や森林
経営計画が整備さ
れている

◆整備済
　「森の工場」
　面積90,000ha

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆施業林地を集約
化し、効率的な作
業システムによる、
計画的な木材生産
を行うことのできる
「森の工場」や森林
経営計画が整備さ
れている

◆整備済
　「森の工場」
　面積69,800ha森の工場づくりの推進（経営計画を含む）

事業体：森林所有者との合意形成

県林業改革課：効率的な経営委任に向けた支援

作業道や林業機械導入への支援

事業体：現地に対応した生産システムの導入と習熟

県林業改革課：作業道整備(開設、機能復旧)、林業機械導入、架線集材システムへの支援

本県 地形等 対応 た効率的な生産シ ム 普及

原木生産量

62万m3

原木生産量

65万m3

◆森林経営計画の
樹立
　
　　155千ｈａ

◆森林経営計画の
樹立
　
　　155千ｈａ

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                     ４　新たな産業づくりに挑戦する
                     ５　産業人材を育てる

本県の地形等に対応した効率的な生産システムの普及

事業体：効率的な生産システムでの試行

県林業改革課：効率的なシステムの普及、生産効率の低い事業体への作業システム改善の強化

高知大学等：生産システムのデータ分析に基づく指導

森林施業プランナーの育成

事業体：研修への派遣、職場での実践

森林組合連合会：研修会の開催、育成指導

県森づくり推進課、林業改革課、林業事務所：研修開催への支援、育成支援

計画策定に向けた集約化の促進

事業体：森林の集約化に必要な合意形成、森林境界の明確化の促進

市町村：森林所有者情報の提供等事業体への支援

県森づくり推進課：森林の集約化に必要な合意形成、森林境界の明確化への支援

皆伐による原木の増産の推進

事業体：原木の増産

県林業改革課・木材産業課：事業体の原木増産の支援（立木確保支援、林業機械整備支援、再造林支援による間接的な皆伐の推進等
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戦略の柱【１．原木生産の拡大】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

◆大豊町で稼働予定大
型製材工場へ安定的な
原木の供給

◆大型製材工場への原木の
　安定供給システムの構築
　◎協定取引の推進

○

◆県内製材工場等へ安
定的な原木の供給

◆県内製材工場等への原木
　の安定供給システムの構築
　◎協定取引の推進

○

◆原木の流通経費の削
減

◆○山元選別の促進による
　　　流通経費の削減

○

・素材生産の現場と製材
工場の間での直送体制
や協定取引の推進
◆素材生産の現場と県
内の一部の製材工場と
の協定取引(直送)が実施
された

・原木市場における椪立
(はえたて)の見直しなど、
コスト改善の促進
◆県森林組合連合会で
は、従来の毎月2回実施
する市売方式から、一般
材は３ヶ月に1回の入札
をする方式に変更

◆製材品の工業製品化
が求められる一方で、木
材という自然素材に対し
て、安全・安心といった面
での関心が高まっている

◆新たな流通システムが
生まれつつあるが、既存
システムとの調整が取れ
ていない

◆県内には、木材を大量
にかつ安定的に取り扱う
供給先が少ない

(2) 事業体や担い手の
　　育成

◆高いマネジメント能力
や効率的な生産（伐採・
搬出）システムを駆使で
きるノウハウを備えた林
業事業体が少ない

◆事業体のマネジメント能力
　　の向上
   ○建設業者等の新規参入
　　　と定着を支援

○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　　 ◎は拡充事業
                   ○は継続事業

・事業体に対するコスト管
理の勉強会などの専従
チームによる経営指導
◆事業体の認識が高まっ
た

・森林組合と建設業者等
とのジョイントに向けた研
修会や勉強会の開催
◆建設事業体からの参
入が増加（11→２３）

・経営者を対象としたマネ
ジメント研修の実施
◆経営者に森林施業プラ
ンナー等の育成への理
解と必要性が認識される
とともに、中期経営計画
策定組合では、組織内で
の情報共有・協議が活発
化し、経営改革に向けて
行動する機運が高まって
きた

・経営力強化のための森
林組合の合併促進の支
援
◆高幡3組合が合併

◆森林組合の経営力強化
　○中期経営計画の策定や
　　定着のための研修の支援
　○森林組合の合併促進の
　　支援

○○

◆新規参入事業体など
に優良事例の情報が十
分に活用されていない

◆経営者のマネジメント
能力が十分でなかった

◆事業体の中に核となる
人材が十分に育っていな
い

◆中期経営計画を立て、
経営改革の成果を出す
ためのＰＤＣＡサイクルの
定着には、時間を要し、
研修など更なるサポート
が必要
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆原木市場を活用
した山側と大型製
材工場等との協定
による年間を通じ
た取引が安定的に
進んでいる

◆原木が安定供給
され、大型製材工
場等への協定取引
が進んでいる

◆コスト改善が進
み、原木市場が原
木増産のコーディ
ネート役を発揮して
いる

大型製材工場との協定取引の推進

生産事業者：森林組合連合会との協定取引の開始

大型製材工場：森林組合連合会と協定取引開始

森林組合連合会：原木の安定供給、流通システムの構築、生産事業者・大型製材工場

との協定取引開始

県木材産業課：流通経費支援等による協定取引の推進

協定の継続と安定的な供給の推進

生産事業者：協定に基づく安定的な供給を継続

大型製材工場：協定に基づく購入を継続

森林組合連合会：協定に基づく安定的な供給を継続

県内製材工場等との協定取引の実施

事業体：県内原木市場と県内製材工場等と協定取引の実施

県木材産業課：協定取引の推進支援

県内製材工場等への効率的な原木の供給・販売方

法の検討と試行

県内原木市場：原木の供給・販売方法の改善、県内製材

工場等と協定取引の検討及び試行

県木材産業課：協定取引に向けた支援

山元選別の促進による流通経費の削減

事業体：生産事業者が、需要先ごとの原木の選別を山元で実施し、流通経費を削減するための作業ポイントを設置

県木材産業課：作業ポイント設置への支援

協定取引量

14万m3

協定取引量

21万m3

◆低価格でも収益
を確保し、森林所
有者への還元も行
える競争力を持っ
た経営能力の高い
林業事業体が効率
的な生産活動を展
開している

◆低価格でも収益
を確保し、森林所
有者への還元も行
える競争力を持っ
た経営能力の高い
林業事業体が効率
的な生産活動を展
開している

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                     ４　新たな産業づくりに挑戦する
                     ５　産業人材を育てる

森林整備事業への参入促進と定着への支援

事業体：ジョイントへの協力、ジョイント先への技術指導

参入事業体：林業事業体との協調、技術習得

県森づくり推進課・林業改革課：事業体雇用者の技術習得の支援、建設機械から林業機械への改良、作業システム改善への支援

森林組合の合併支援

森林組合：合併に必要な業務を推進、事業経営計画の実施

森林組合連合会：森林組合経営革新プランに基づき合併を支援

県森づくり推進課：合併指導方針に基づき、各森林組合への指導、合併後の事業経営計画の実行支援

中期経営計画策定と定着の支援

森林組合：中期経営計画の策定、ローリングの実施

森林組合連合会：中期経営計画の策定、計画の実行や見直し手法（ローリング）の指導、実効性向上のためのフォローアップ（H24～）を実施

県森づくり推進課、林業改革課及び林業事務所：森林組合連合会と連携して経営計画策定森林組合をサポート
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戦略の柱【１．原木生産の拡大】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

◆林業の担い手が高齢
   化・減少している

◆林業労働力確保支援セン
　ターと連携した就業者の確
　保
　○就業者向けの林業体験の
　　実施
　○就業希望者へのPR方法
　　の改善

○ ○

◆林業技術者養成手法の改
　善、強化
　◎木材生産の技術習得の
　　推進
　◎先進的事業体への技術
　　者派遣による生産技術の
　　向上 ○ ○

◆○事業体における就労環
　　　境の改善

○ ○

・新規就業者職業紹介ア
ドバイザーの設置
・林業体験教室や就業相
談会の開催
・高校生向けの林業体験
教室や技術研修の実施
◆就業希望者と林業事
業体それぞれの要望に
応じた就業相談や情報提
供ができつつある。

・技術者養成手法の改
善、強化
◆県の研修に併せて緑
の雇用制度による研修を
活用することにより基幹
となる林業技術者の育成
が進んだ

・所得の確保など事業体
における就労条件の改
善
◆就労環境改善事業に
より雇用環境の改善や労
働安全衛生の向上が図
られた
　

◆林業事業体の経営状
態が脆弱で計画的な雇
用ができない

◆木材の増産に向け素
材生産を行える人材の育
成が必要

◆効率的な生産ができる
事業者が少ない

◆担い手の確保と技術
の向上

◆自伐林家等による生産を
　促進
　○自伐林家の生産活動の
　　支援

　○副業型林家の育成

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　　 ◎は拡充事業
                   ○は継続事業

・市町村、森林組合等へ
の説明会の実施
・市町村広報誌や林業機
関誌への掲載による森林
整備のPR
◆H21実績84人、H22実
績76人の自伐林家等が
活用し、森林整備を行う
とともに、所得向上につ
ながった

・自伐林家等による生産
を促進
◆副業型林家を育成する
ことで、副収入を得る者
だけでなく専業とするもの
も出てきている

○ ○
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆効率的な林業生
産活動を行うことが
できる優れた担い
手が育成されてい
る

◆年間を通じた安
定的な仕事量の確
保に取り組んでい
る

◆担い手
　1,720人

◆効率的な林業生
産活動を行うことが
できる優れた担い
手が育成されてい
る

◆年間を通じた安
定的な仕事量が確
保されている

◆担い手
　1,720人

◆林業雇用労働者
　（原木生産）の
　年収　400万円

就業希望者への支援

林業労働力確保支援センター：就業者アドバイザーによる雇用情報の収集強化、TV番組やホームページの充実等による広報の強化、雇用改善計

画の実行管理を強化、就業希望者向けの林業体験研修や林業就業相談の実施

県森づくり推進課：林業労働力確保支援センターと協力し、雇用情報の収集、適時の学校訪問等広報の強化、認定事業体の指導を実施

林業事業体：県の研修と併せて緑の雇用現場技能者育成対策事業を活用した担い手の育成

森林組合連合会等：事業体の指導

林業労働力確保支援センター：研修事業の実施及及び事業体の指導

県森づくり推進課：林業技術者養成研修等の拡充、研修の中核を担う労確センターの支援

技術者養成研修の実施

事業体：雇用改善計画の実行による就労環境の改善

県森づくり推進課：事業量確保ができるよう森林施業プランナーの支援、退職金共済の掛金への支援や林業就労環境改善事業等により、雇用環境

や労働安全衛生の向上の促進

事業体の就労環境の充実

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                     ４　新たな産業づくりに挑戦する
                     ５　産業人材を育てる

自伐林家：生産活動への積極的な取組

森林組合：管轄内の自伐林家支援に積極的に参画

県林業改革課：森林組合を介した収集、仕分け、販売への支援

副業型林業への技術支援

自伐林家等：研修制度の積極的な活用と森林整備の促進

NPO等：研修会の開催による技術指導の実施、修了生の就業状況把握、自伐林家等のネットワークづくり

県森づくり推進課：副業型林家を育成するための研修会の支援

自伐林家の生産活動の支援
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戦略の柱【２．加工体制の強化】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

(1) 企業誘致等による
　　大型加工施設の整
　　備

◆中小零細な事業者が
多く、乾燥設備等への設
備投資が困難

改革の方向

１．品質の向上と加工量の増
　　大

◆森林資源は成熟しつつ
ある

◆国際的な木材需給の
状況や、地球温暖化の防
止などに対する森林への
関心の高さなどから、国
産材が見直されてきてい
る

◆製材品の工業製品化
が求められる一方で、木
材と言う自然素材に対し
て、安心・安全といった面
で関心が高まっている

◆県内の加工事業体の
多くは、消費者ニーズに
対応しきれず、生産量が
年々減少している

・県外企業を誘致
◆県外企業誘致による高
知おおとよ製材株式会社
の設立

◆◎大型製材工場等の施設
　　　整備の促進

◆材価の低迷による原木
の安定供給不安

◆高額となる施設整備費
（支援補助金）の確保

◆県内事業者は経営体
質が脆弱

◆輸入木材の為替変動
による価格変動を回避す

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策

製材品の生産量

（Ｈ１８）

３１万１千m3

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○○

るため、木材需要の国産
化が進行している

◆全国各地に大型製材
が誕生し、低価格・高品
質製品が多量に流通す
ることが予想される
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆大型製材２工場
設置、既存製材も
設備更新等により
競争力が増し、生
産量を伸ばしてい
る

◆大型製材が増
加、既存製材は協
業化が進み、更に
競争力アップを図っ
ている

◆単板工場の設置
などにより製材需
要材以外の原木利
用が進み、加工業
のほか素材生産業
の収益性も向上し
ている

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

事業体：大型製材工場の

施設整備

県木材産業課：大型製材

工場の施設整備支援、関

係団体、市町村の調整

事業体：大型製材工場のフル生産（２シフト）事業体：大型製材工場の１シフト操業

大型製材工場の整備と生産

製材品の生産量

30万m3

製材品の生産量

35万5千m3

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                     ４　新たな産業づくりに挑戦する
                     ５　産業人材を育てる

事業体：単板工場整備計画の検討（高知県進出を検討）

森林組合連合会：単板工場向け原木の四国島内集荷計画検討

県木材産業課：単板工場設置用原材料確保計画の作成、単板工場企業との計画作成、

単板工場整備計画検討

事業体：単板工場整備

森林組合連合会：単板工場向け原木の四国島内集荷

木材産業課：単板工場整備用原材料確保計画作成、

単板工場整備支援

単板工場の整備計画の検討 単板工場の整備の推進
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戦略の柱【２．加工体制の強化】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

改革の方向
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

(2) 県内加工事業体の
　　生産力等の強化

◆○県内事業者による大型
　　　製材工場整備

◆★既存事業者の加工力の
　　　増強を推進

○ ○

・県内事業者の協業化等
による加工力強化を推進
◆県内事業者による大型
製材工場の設置に向け
てプラン作りを推進

◆森林資源は成熟しつつ
ある

◆国際的な木材需給の
状況や、地球温暖化の防
止などに対する森林への
関心の高さなどから、国
産材が見直されてきてい
る

◆製材品の工業製品化
が求められる一方で、木
材と言う自然素材に対し
て、安心・安全といった面
で関心が高まっている

◆県内の加工事業体の
多くは、消費者ニーズに
対応しきれず、生産量が
年々減少している

◆中小零細な事業者が
多く、乾燥設備等への設
備投資が困難

◆材価の低迷による原木
の安定供給不安

◆高額となる施設整備費
（支援補助金）の確保

◆県内事業者は経営体
質が脆弱

◆輸入木材の為替変動
による価格変動を回避す
るため、木材需要の国産
化が進行している

◆全国各地に大型製材
が誕生し、低価格・高品
質製品が多量に流通す
ることが予想される

◆製品価格の低迷等に
よる経営環境の悪化か
ら、必要な設備投資もま
まならない事業者が増加
している

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○ ○

1
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

事業体：意欲ある既存製

材事業者を中心にビジネ

スプランの作成、協同事

業の組織検討

市町村：市町村内事業者

の支援

県須崎林業事務所・中央

西林業事務所・木材産業

課：製材工場のビジネス

プラン作成を支援、地域

合意形成支援

事業体：共同事業の組織

づくり、ビジネスプランの

精査

市町村：市町村内事業者

の事業計画作成を支援

県須崎林業事務所・中央

西林業事務所・木材産業

課：製材工場のビジネス

プラン作成、施設整備事

業計画作成を支援

事業体：大型製材工場の

施設整備

市町村：市町村内事業者

の施設整備支援

県須崎林業事務所・中央

西林業事務所・木材産業

課：製材工場の施設整備

支援

事業体：大型製材工場の操業

事業体：乾燥施設等高度化施設の新設及び増強を図り競争力を維持

市町村：市町村内事業者の支援

県各林業事務所・木材産業課：既存製材の設備の新設及び増強による競争力維持を

支援

県内事業者による大型製材工場の整備と生産

県内事業者の個別の加工力の増強を推進

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                     ４　新たな産業づくりに挑戦する
                     ５　産業人材を育てる

事業体：共同、協業化による競争力維持を加速化

市町村：市町村内事業者の競争力維持を支援

県各林業事務所・木材産業課：既存製材の競争力維持

を支援

事業体：競争力維持のための、共同化、協業化を検討

市町村：共同、協業化を支援

県各林業事務所・木材産業課：既存製材の共同、協業

化を支援

県内事業者の共同化、協業化の検討 県内事業者の共同化、協業化を推進
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戦略の柱【３．流通・販売体制の強化】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

・大消費地に流通拠点を
設置（10箇所）
◆流通拠点を利用した土
佐材の流通が進んだ

◆流通拠点の利用を拡
大し、土佐材流通量の増
加に取り組む

◆○大消費地に設置した流
　　　通拠点を活用した土佐
　　　材流通量の拡大

○

・協同組合高知木材セン
ターの設立
・共同輸配送や定期輸送
体制の検討
◆協同組合高知木材セ
ンターによる製品流通を
開始
◆関西方面への共同輸
配送を実施

◆製品の高品質化と販
売・供給力の強化

◆○県外販売の窓口を一元
　　　化し、製品の安定供給
　　　を促進
　★県外販売の窓口の一元
　　化に向けた販売管理ネッ
　　トワークシステム構築を支
　　援
　○共同乾燥等の共同事業に
　　よる商品力と販売力の向
　　上を支援

(2) 販売力の強化
　　 【地産外商】

・土佐材流通促進協議会
の設立
・消費地セミナーの実施
・産地セミナーの実施
・展示販売会の実施
◆県内企業が一体化し

◆消費地セミナー等の出
席者へ継続的にアフター
フォローを実施することに
より、商取引につなげる
ことが必要

◆大消費地への販路拡大
　○消費地セミナーを、消費
　　地商談会にステップアッ
　　プし、新たな顧客との関
　　係構築

○消費地商談会での新規

改革の方向

◆大消費地から遠隔地
にあるとともに、取引単
位が小さいことから、輸
送コストがハンディとなっ
ている

◆個々の事業体では営
業力に限界があるため、
市場に頼らざるを得ない
が、年々売り上げは減少
している

◆顔の見える取引や産
地ブランドの確立に向け
た取引が始まっている

１．地産地消・地産外商の推進

　　　　(1) 流通の統合・効率化

○

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策

◆県内企業が 体化し、
県外への活発な外商活
動を開始

○消費地商談会での新規
　　顧客等に向けた、産地ツ
　　アーの実施により商取引
　　を拡大
　○展示販売会の実施によ
　　り、土佐材の知名度アッ
　　プとロット販売量を増加

○

・トレサビリティのガイドラ
インを作成
・産地を明らかにした規
格化住宅の開発
・木づかい固定量認証制
度の実施
◆地域材のブランド化や
商品力が高まった

◆付加価値を高める地
域材のブランド化の推進

◆産地や品質の証明など、地
　域材ブランド化を推進し、商
　品力を向上

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○

・ＪＡＳ認定取得への支援
・性能表示木材の流通支
援
◆ＪＡＳ認定工場が15社
となり、性能表示木材の
生産と流通が進んだ

◆ＪＡＳ製品の安定供給
体制の確立

◆各ＪＡＳ工場の出荷量
の増加により、格付けに
かかるコストを削減

◆県産ＪＡＳ製品の市場
評価を得る

◆ＪＡＳ工場の製品出荷量を
　増やして、ＪＡＳ製品の安定
　供給体制を確立
　○各ＪＡＳ工場の製品出荷
　　量の増加
　○ＪＡＳ認定（構造用製材機
　　械等級）工場の拡大
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆流通拠点を利用
した販路拡大が進
み、県産材の流通
量が拡大している

◆県外の土佐材等
の建築棟数
　　150棟/年間

◆パートナー企業
が増加し、大消費
地などで土佐材の
知名度が定着し、
取引が展開されて
いる

第 ２ 期 計 画

◆既存企業の製品
は、窓口を一元化
することで、効率的
な流通体制が確立
されている

◆製品市場の機能
を改善・活用するこ
とで、営業力を強
化し、消費者の求
める製材品の質・
量を確保、供給で
きている

目指すべき姿（目標値）
Ｈ２８以降

拠点を活用した流通の効率化の推進

業界団体又は事業体：県外流通拠点の設置、ロットによる流通量の拡大と建築工程に応じた配送システムによる拠点利用を推進

木材産業課：流通拠点を活用した流通の効率化を支援

県外流通販売窓口一元化の仕組みづくり

事業体：県産材製品の流通量拡大のため、製品市場を中

心にした地産外商に関する営業窓口一元化の仕組みづく

りと、共同輸配送等の共同事業に取り組む

業界団体：県外流通販売窓口の一元化に向けた取組に対

する協力

県木材産業課：県外流通販売窓口の一元化に向けた取組

を支援

事業体：木材センターに一元化された外商活動の窓口と共同事業により、県産製材品

の流通量の拡大を推進

県外流通販売窓口一元化による製品流通の拡大

事業体や団体等と連携した営業活動の推進
いる

◆ＪＡＳ認定工場の
製品出荷量に占め
るＪＡＳ製品の割合
が３０％以上となっ
ている

◆ＪＡＳ製品が安定
供給がされており、
県内外の市場から
評価を得ている

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

事業体：消費地商談会の実施により新規顧客を獲得、消費地商談会を契機に産地へ呼び込み、商取引へ繋げる展示販売会の実施により、土佐材の

知名度アップとロット販売量を増加

業界団体：商談会などの外商活動の場の設定

県木材産業課：県外事務所と連携した県の信用力を活かした営業支援の実施、販路拡大への支援

県木材産業課：ＪＡＳ認定

（機械等級）の取得支援

県木材産業課：ＪＡＳ製品の安定供給体制の確立、助成制度を活用した性能表示材の

流通支援

ＪＡＳ認定工場：製品出荷量のＪＡＳ製品割合を増やし、安定的な供給体制を確立

業界団体：ＪＡＳ製品流通量の拡大に向けたＰＲ活動

事業体や団体等 連携した営業活動 推進

ＪＡＳ表示製品の流通量の拡大

事業体：産地や品質の証明など、地域材ブランド化に向けた取組

県関係課：高知県ＣＯ２固定量認証制度の適正な運用とＰＲ

地域材ブランド化の推進
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戦略の柱【３．流通・販売体制の強化】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

改革の方向
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

(2) 販売力の強化
　　 【地産外商】

・消費地の工務店等との
ネットワークづくりを促進
し、消費地で土佐材をPR
する、「土佐材パートナー
企業登録制度」を創設
　登録数32社（団体）
◆木造住宅への土佐材
利用が広まった

◆まだまだ認知度不足の
ため、企業と連携し土佐
材のファンを増やす取組
みを展開

◆パートナー企業の増加と土
　佐材利用住宅の拡大
　○消費地商談会や産地ツ
　　アー参加者のパートナー
　　化による土佐材利用住宅
　　の拡大

○

　　 【地産地消】 ◆○公共事業や公共施設等
　　　での県産材の率先利用
　　　と木製品の需要の拡大

◆顔の見える取引や産
地ブランドの確立に向け
た取引が始まっている

◆森林県でありながら、
戸建て住宅の木造率が
全国平均を下回っている

○

・県有施設での木造化の
推進と、市町村への要請
による市町村施設の木造
化の推進
◆平成17～21年度の県
産材利用推進に向けた
行動計画の目標「公共的
施設の木造化率」で全国
平均を上回る
　　　　平成21年度
　　全国平均 25.1％
　　高 知 県  33.5％

・公共土木工事における
木製品や木製型枠の使
用の推進
◆平成21年度
木材利用量  4,808m3
木製型枠の使用率
              98.9％
工事用資材の木製品の
使用率     84.9％

◆今後もより一層の木
造・木質化を進めるため
に、県の率先利用と市町
村の方針策定を進め、木
を使う仕組みや意識の強
化を図りながら、県産材
利用の実効性を高めて
行くことが必要
（34市町村中作成済み或
いは作成予定の市町村
数は9市町村（H23,12月
現在））

・県産材利用住宅への助
成
◆戸建て住宅の木造率
が全国平均に近づいた

◆3年間の取組で、戸建
て住宅の木造率の全国
平均との差は詰まってき
たものの、まだ追いつい
ていない

◆○県産材を利用した木造住
　　　宅建設促進のための支
　　　援

○

・木と人出会い館等によ
る県産木造住宅の安全・
安心のPR
◆平成22年度
放送回数　47回
平均視聴率　10.4％
◆県及び市町村におい
て、財政事情の厳しい中
でも一定の木造・木質化
が進んだ

◆○木造住宅に関する情報
　　　発信の強化

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画 目指すべき姿（目標値）
Ｈ２８以降

◆公共施設や教育
施設の内装や家具
に積極的に木材が
使われている

◆戸建て住宅の木
造率が、全国平均
を上回っている
　
◆県をはじめ、市
町村が実施する公
共事業で県産材が
積極的に使われて
いる

◆木材においても
地産地消の意識が
定着し、木造住宅
はもとより、県産材
があらゆるところで
積極的に使用され
ている

県外での土佐材利用住宅の拡大

事業体：邸別販売による「顔の見える取引」の推進

業界団体：ＨＰ等によるＰＲ活動の推進

県木材産業課：「土佐材パートナー企業」による、県産材の知名度向上と土佐材利用住宅拡大の取組を支援

県産材の率先利用と市町村の利用の拡大

市町村：公共建築物木材利用促進法の施行を受け、県方針に即した市町村方針の作成及び具体的利用の拡大

県関係課：「高知県産材利用推進方針」に基づく、公共施設等の木造化の推進や公共工事への積極的な木材利用の拡大

県木材産業課：市町村方針の作成指導、市町村の利用の支援

県民：県産木材の積極的な利用

県木材産業課：幼稚園、保育園、小学校、中学校や民間施設への木製品の導入に対して支援、木製品カタログを活用した県外へのＰＲの強化

県産材を利用した木製品の需要拡大のための支援

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

建築関係団体：県と連携して事業の講習会を開催し積極的にPRを行う

木材産業課：県産材利用住宅への助成制度により木材需要の拡大を促進

県関係課：CO2固定量の認証制度による木造住宅の建設の促進

県木材産業課・住宅課：県産材による居住性能の高い住宅の技術開発及び供給体制の

整備

県産材を利用した木造住宅の建設促進のための支援

建築関係団体：県と連携して支援策の再検討と積極的

なPRを行う

県木材産業課・住宅課：利用者のニーズや社会情勢を

踏まえて、事業内容の見直しを図りながら、事業支援等

を検討

木造住宅に対する支援策の再検討とPR

森林・林業・木材産業・住宅関連産業界が一体となったＰＲ活動を展開

高知県木材普及推進協会：

新たな仕組による情報発信

及び次年度以降の体制の

検討

県木材産業課：木材普及推

進協会との連携による実施

高知県木材普及推進協会：新たな体制による情報発信の実施

県木材産業課：木材普及推進協会との連携によるＰＲ活動の実施
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戦略の柱【４．木質バイオマス利用の拡大】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

【原料供給対策】 ◆ペレットが規格化され
ておらず、メーカーにより
品質のばらつきがある

◆利用が進んでいるのは
主としてペレット

・燃料用未利用資源の収
集を支援
◆端材等の搬出に対す
る支援により木質バイオ
マス原材料が増加

・木質ペレット工場の整
備への支援
◆県内に合計6,500トン/
年のペレット生産能力を
有する6工場が整備され
た

◆今後の木質バイオマス
ボイラーの普及拡大に伴
い、県内産の木質燃料の
供給体制の強化が必要

◆ペレット以外の燃料形
態は需要供給ともに普及
していない

◆◎原木や林地残材の搬出
　　　に対する支援

○

◆◎木質バイオマス燃料の安
　　　定供給

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策

１．製品原材料 ＋ エネルギー
　　利用の推進

○ ○

改革の方向

【利用促進対策】 ◆○木質バイオマスボイラー
   　の改良及び低コスト化

○ ○

◆○幅広い分野での木質バ
   　イオマス利用を促進

○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆多様な産業分野で木
質バイオマスの利用が進
みはじめた

◆施設園芸では、施設内
加温のため化石燃料に
よる暖房機の利用が広く
普及している

◆イニシャル、ランニング
のコスト高が利用拡大の
障害となっている

◆燃料用以外での用途
が限られている

◆燃焼灰の処理手法が
周知されておらず、利用
者に不安がある

・木質バイオマスボイラー
の導入への支援

◆平成21年度以降、木
質バイオマスボイラーの
導入が大幅に拡大

◆製紙業や養鰻業など、
新たな業種での木質バイ
オマスボイラーの導入が
進むなど、今後の展開へ
の可能性が拡大
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

◆林地残材、製材
端材等が木質バイ
オマスエネルギー
をはじめ、様々な用
途で有効利用され
ている

◆森林からの収集
　量
　 　20万トン

◆製材工場等から
　の収集量
　 　14万トン

◆林地残材、製材
端材等が木質バイ
オマスエネルギー
をはじめ、様々な用
途で有効利用され
ている

◆森林からの収集
　量
　  21万6千トン

◆製材工場等から
　の収集量
　  16万4千トン

需要の拡大に合わせた燃料の供給施設の追加整備

事業体：新たな生産施設の整備

県木材産業課：新たな生産施設整備の支援

木質バイオマス燃料の品質調査と品質確保

木質バイオマス年

間利用量

34万トン

木質バイオマス年

間利用量

38万トン

林地残材等の搬出への支援

事業体等：燃料向け低質材の効率的な搬出

県林業改革課：端材等の搬出に対する支援

県木材産業課・森林技術センター：県内流通製品の品質調

査

県木材産業課：木質ペレッ

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆発電施設におけ
る化石燃料との混
焼施設や、ビニー
ルハウスの加温用
設備、事業所や家
庭用の冷暖房機の
普及と、その燃料と
して、木屑や木質
ペレット等が広く利
用されている

◆発電施設におけ
る化石燃料との混
焼施設や、ビニー
ルハウスの加温用
設備、事業所や家
庭用の冷暖房機の
普及 と、その燃料
として、木屑や木質
ペレット等が広く利
用されている

◆木質バイオマス
起源のグリーンエ
ネルギーが幅広く
利用されている

県内燃料製造事業者：品質の安定した製品の供給

県内燃料製造事業者：品質・規格を明らかにした木質ペレットの供給

木質バイオマスボイラーの改良・低コスト化

県内機械メーカー：安価で信頼性の高い木質バイオマス利用機器の開発改良

県関係課：機器開発への支援

木質バイオマス利用の普及

県関係課：導入事例の分析、広報素材の作成、関係業者等への広報及びマテリアル利用の拡大に向けた取り組み事例の紹介、県施設での率先利用

及び関係機関への導入要請

木質バイオマス燃料の安定供給

トの規格化に向けた調整
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戦略の柱【４．木質バイオマス利用の拡大】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

◆○燃焼灰の適正処理

○ ○

◆○コスト差を埋める支援の
　 　仕組みの検討

○ ○

【事業化対策】 ◆○推進体制の強化

○ ○

◆◎需要側を中心とした集団
　　　化による効率的な事業
　　　展開（システム化による
　　　利用を促進）

◆各地で意欲ある事業
者がそれぞれ木質バイオ
マスボイラーを導入

◆燃焼灰処理は各者そ
れぞれで実施

◆重油価格の上昇を背
景に、施設園芸では生産
コストが上昇し、経営を圧
迫している

◆木質バイオマス利用に
は課題が多く、関係者
個々での対応は困難

◆散発的に燃料供給施
設整備、ボイラー導入が
進むと非効率で広がりに
くい

◆原木の増産にともない
発生する林地残材の発
電施設での活用などの対
策が必要

・木質バイオマスエネル
ギー利用促進協議会を
設立

・安芸地域において地域
循環システムの設定に向
けて協議が始まる

◆協議会の設立により関
係者の情報交換と事業
者間の交流が始まる

◆★木質バイオマス発電の推
　　　進

○ ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○○
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

目指すべき姿（目標値）

県関係課：燃焼灰の処理・

再生利用指針の策定と関

係者への周知

燃焼灰処理再生利用の指針の作成

県関係課：処理・再生を行う中で必要により指針の見直しと関係者への周知の徹底

県関係課：排出量取引など国内外の情報を把握し、有効な手法を検討

仕組みの検討

地域循環利用システムの

構築

普及促進への体制づくり

木質バイオマスエネルギー利用促進協議会：参加者の拡大、協議内容等の拡充

県木材産業課、産地・流通支援課：上記協議会運営の支援

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

構築

安芸地域関係者：地域協

議会を設立しビジネスモデ

ルとしてシステムの実践と

検証

市町村：県と連携し地域協

議会のサポートと補助事業

による支援

県関係課：地域協議会の

サポートと補助事業による

支援

他地域関係者：地域協議会を設立しシステムを実践

市町村：県と連携し地域協議会のサポートと補助事業による支援

県関係課：地域循環ユニットのＰＲと他地域への展開

集約型地域熱利用システ

ムの検討

県木材産業課：市町村と連

携し候補地の選定

木質バイオマス発電の検討

事業者：木質バイオマス発電施設の検討、整備計画の作

成

県関係課：再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度

の内容を踏まえ事業化に向けて事業体との調整、整備計

画の作成支援

集約型地域熱利用システムの実施

事業実施者（市町村を含む）：具体的な事業の実施と検証

県木材産業課：事業実施を支援するとともに、事業実施者と連携して取組の検証

木質バイオマス発電の推進

事業者：木質バイオマス発

施設の整備

県関係課：関係者間の調

整及び補助事業による施

設整備支援

事業者：木質バイオマス発電所の操業
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戦略の柱【５．森のものの活用】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

(1) 特用林産物等の生
　　産の振興

◆○普及指導員による生産
　　　技術の普及

○

◆地域の特用林産物の生産
　活動の支援とＰＲ
   ○市町村と連携した総合的
      な支援

１．森の恵みを余すことなく活
　　用

◆中山間地域は高齢化・
人口減少が続いている

◆食の安全・安心や、自
然への関心が高まってい
る

◆特用林産物をはじめ、
森の資源が活かしきれて
いない

◆都市部での自然志向
は高まっているが、中山
間地域との交流人口は
増えていない

・キノコや木炭など特用
林産物の生産活動への
支援
（安芸地域）
土佐備長炭の生産、出
荷、販売体制の強化

（嶺北地域）
シキミ、サカキの生産拠
点づくり

（仁淀川地域）
シキミ、サカキの販路の
拡大

（高幡地域）
シイタケ生産の拡大

（幡多地域）
備長炭生産拠点の整備

・特用林産就業者の育成
◆Ｈ22から土佐備長炭や
シイタケ生産について7名
が研修を実施

◆動き始めた取組の定
着

◆地域アクションプランに
まで上がらない各地域の
取組の掘り起こし

◆研修修了者が地域で
定着できる体制づくりが
必要

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

◆販売体制への支援
   ○市町村と連携した情報発
      信
   ○東京アンテナショップ等
　　　地産外商基地と連携した
　　　情報発信や販売力の強
　　　化 ○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○○
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

目指すべき姿（目標値）

◆地域のあらゆる
資源を多彩に組み
合わせることで付
加価値を高め、中
山間地域での所得
の向上に取り組ん
でいる
  また、高齢の方で
も収入が得られる
機会が創出されて
いる

◆地域のあらゆる
資源を多彩に組み
合わせることで付
加価値を高め、中
山間地域での所得
が向上している
  また、高齢の方で
も収入が得られる
機会が創出されて
いる

第 ２ 期 計 画
Ｈ２８以降

地域に適した特用林産物の生産の促進

県木材産業課・森づくり推進課・各林業事務所：生産技術の普及に向けた検討会や研修会の開催、生産技術の向上に向けた情報提供や販路拡大へ

向けた支援

地域林業者等：施設整備など生産コストの削減等による積極的な生産活動

県木材産業課：市町村との連携強化や補助制度を活用した地域発の取組を支援

特用林産物の生産活動の支援

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

地域林業者等：生産技術の習得

市町村：新規就業者の認定、実践研修経費への支援

県木材産業課・森づくり推進課：市町村が負担する実践研修経費への支援

特用林産業新規就業者の育成支援

地域林業者等：道の駅など販売チャネルの確保やインターネットを活用した販売

県木材産業課：補助制度を活用した顔の見える安全・安心な特用林産物の販売への支援、産地特有の個性ある情報を消費者に情報発信する取組

への支援、首都圏アンテナショップなどを活用した特用林産物に関する情報発信や販売の強化への支援

特用林産物の販売体制への支援

- 233 -



戦略の柱【６．健全な森づくり】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5

(1) 持続可能な森林づく
　　り

・森林境界の明確化に関
する事業の促進
◆加速化事業等により、
境界明確化を実施

◆森林経営計画の策定
と実行

◆地域の実情に応じた持
続的な森林経営プランが
必要

◆森林経営計画の策定等の
　推進
　○計画策定に向けた森林境
　　界の明確化の促進

○

◆再造林への支援、省力化
　の検討
　★再造林への県単独事業に
　　よる支援

背景
第１期計画（H21～H23）の総括等

これからの対策
改革の方向

１．循環型の林業を持続

◆成林までに要する施業
（再造林、保育施業）の
トータルコストが高く、再
造林が困難

◆シカの生息密度が大
幅に増大しており、森林
環境への悪影響が深刻
化している

○

・6林業（振興）事務所で
シカ食害に対するモニタ
リング調査を実施
・林業（振興）事務所と獣
害の情報共有
◆獣害に対する認識が
高まった

・シカ食害防止ネットの設
置（H21～H23．12）
　　　　　17,951ｍ
◆51ｈａの森林を保護

◆獣害（シカ、ウサギ等）
により確実な更新が困難

◆○獣害対策の支援
　★植林の食害防除のため県
　　単独事業による支援

○

(2) 荒廃森林の解消 ◆保育コスト高等から適
切な手入れがされず荒廃
森林が発生

◆保育間伐の推進
　○補助事業による間伐の推
　　進
　

○

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

◆水源かん養や災害防
止など森林のもつ公益的
機能が注目されており、
特に近年森林吸収源対
策としての森林整備が求
められている

◆適正に管理されず荒廃
が懸念される森林が増加
している

◆林業の採算性が悪化
し、森林所有者の経営意
欲が減退している

◆小規模な森林所有者
が多く、森林所有者の高
齢化や世代交代により、
森林の所在地や境界が
不明になるなど、森林の
情報が失われつつある

・市町村、森林組合等へ
の説明会の実施
・市町村広報誌や林業機
関誌等への掲載による森
林のPR
◆市町村や森林組合等
への森林整備のPR活動
や説明会の実施を継続し
てきたことにより、補助事
業等を活用し2年間で2万
haを超える間伐を実施

・森林の管理代行などの
仕組みづくりの検討
◆森林管理手法検討委
員会を設置し、モデル事
業の実施結果等をもとに
管理の手法や経費につ
いて取りまとめを行った。
また国による制度化など
が一定図られた
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

◆持続可能な森林
づくりが行われてい
る

◆持続可能な森林
づくりが行われてい
る

第 ２ 期 計 画 目指すべき姿（目標値）
Ｈ２８以降

計画策定に向けた境界明確化の促進

事業体：森林境界の明確化を実施

市町村：森林所有者情報の提供等事業体への支援

県森づくり推進課：森林境界の明確化への支援

事業体：再造林の補助制度を活用した伐採跡地の更新

県林業改革課：更新に必要な再造林への支援

再造林への支援

県林業改革課・森林技術センター：再造林や保育作業の

省力化によるコスト縮減方法について検討

省力化の検討

事業体：低コスト造林、育林の実施

県林業改革課・各林業事務所：低コスト造林、育林方法の普及・指導

低コスト施業の普及・推進

◆間伐の必要性が
周知されるととも
に、適正な森林管
理が行われている

◆間伐の必要性が
周知されるととも
に、適正な森林管
理が行われている

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

事業体：保育間伐の実施

県林業改革課：補助による間伐への支援

間伐の推進

事業体：獣害対策の実施

県林業改革課：確実な更新を行うため、再造林地への食害防止ネット等防除施設設置への支援

獣害対策の支援
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戦略の柱【６．健全な森づくり】
取組方針

施策 総括
（・取り組み　◆総括）

課題 1 2 3 4 5
背景

第１期計画（H21～H23）の総括等
これからの対策

改革の方向

◆高知市近辺や四万十
川流域など特定の市町
村に協定が集中している

◆協働の森による多種・
多数の企業とのパイプ
が、庁内で十分に活用さ
れていない

◆○県民参加や企業支援に
　　　よる森林管理の促進

○

◆未利用林地残材等木
質バイオマス活用の更な
る推進

◆J-ＶＥＲ販売の新たな
戦略

◆高知県Ｊ－ＶＥＲ制度
の普及促進による案件拡
大とクレジット販売サポー
ト

・「協働の森」の協定締結
件数
 H20年度末：39件
　→H23.12月末：55件
・間伐等
 H20年度末：663ha
　→H22年度末：1,668ha
・交流活動
（H21～H23.12）
　113件、7,166人
◆パートナーズ協定企業
数の増加や企業間のネッ
トワーク等により協働の
森の認知度が高まり、順
調に協定件数は推移して
いる

・森林を活用した排出量
取引のスキームづくり
◆環境省のJ-VER制度
におけるCO2削減プロ
ジェクトで、第1号登録及
び、CO2森林吸収プロ
ジェクトでも都道府県第1
号登録により、クレジット
創出と販売において、全
国的にもトップクラスの成
果を上げることができた
◆高知県J-VER制度の
創設により、県内のプロ
ジェクトの取組が普及拡
大した
◆プロジェクト事業者の
経費負担軽減と審査レベ
ル向上のため地方検証
人を育成した
◆営業販売活動におけ
る、東京事務所との連携
により 県 ク ジ ト活

◆オフセット・クレジット（J-
　VER）制度を活用した森林
　整備及び木質バイオマス利
　用の推進
　○CO2排出削減プロジェクト
　　の推進
　○CO2吸収プロジェクトの
　　推進

※これからの対策の ★は新規事業
　　　　　　　　 　　　　  ◎は拡充事業
                  　　　    ○は継続事業

○

【実績値】
◆J-VERクレジットの発
行

木質資源エネルギー活
用事業
8,454t-CO2（H23.8末)
森林吸収量取引プロジェ
クトA,B
285t-CO2(H22.6）

◆J-VERクレジット販売
削減：40件、4,625t-CO2
吸収：5件、31t-CO2
（H23.12.2現在）

◆高知県J-VERプロジェ
クト
申請(変更）受理：14件、
登録8件、クレジット認証5
件
想定吸収量11,779t-CO2
認証発行量2,256t-CO2
（H23.10.14.現在）

により、県のクレジット活
用が拡大した
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【林業分野】

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７
中期的な視点

（平成２７年度末）
長期的な視点
（概ね１０年先）

第 ２ 期 計 画 目指すべき姿（目標値）
Ｈ２８以降

協定森林の間伐面
積
　　　3,300ha
　　（H18～H27）

協定森林の間伐面
積
　　　5,300ha
　　（H18～H33）

◆間伐の必要性が
周知されるととも
に、森林保全管理
が新たな環境ビジ
ネスとして展開され
ている

◆オフセット・クレ
ジット(J-VER)制
度、排出量取引制
度が温暖化対策の
手法として定着して
いる

◆間伐の必要性が
周知されるととも
に、適正な森林管
理が行われている

◆J-VER削減クレ
ジット
   18,000t-CO2
(現在のプロジェクト
期間内～H25.3）

パートナーズ企業・団体：協賛金の提供、地域との交流

市町村：協賛金を活用した森林整備の推進

県環境共生課：「協働の森づくり事業」参画の呼びかけ

協働の森づくりの推進

排出量取引の推進

事業体:住友大阪セメント㈱

高知工場における木質バイ

オマスの混焼

県環境共生課：CO2排出削

減プロジェクト事業の実施

J-ＶＥＲ販売の強化

県環境共生課：全国J-VER自治体会議・企業マッチングイベント・J-VER活用企業エクスカーション会の開催、販売促進用パンフ等営業ツールの作成・

配布

オフセット･クレジット（J-VER）制度の推進

県環境共生課 活用目的の拡大（遵守目的活用の検討）

事業体：未利用林地残材を主体とした木質バイオマス利用の推進

県環境共生課：Ｊ－ＶＥＲ制度の普及、事業体の取組支援

県環境共生課：Ｊ－ＶＥＲ制度の存続

国の中長期計画に対応し

た制度の推進

※改革の方向　 １　足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　　　　　　　　　 　２　産業間連携の強化
　　　　　　　　　　 ３　足腰を強め、新分野へ展開
                      ４　新たな産業づくりに挑戦する
                      ５　産業人材を育てる

◆J-VER吸収クレ
ジット
　　60,000t-CO2
(現在のプロジェクト
期間内～H25.3）

高知県オフセット・クレジット(高知県J-VER)制度の推進
森林吸収量取引(CO2吸
収)プロジェクト事業の推
進

県環境共生課：県Ｊ－ＶＥＲ

プロジェクトの拡大

高知県J-ＶＥＲ制度のサポート強化

事業体・市町村：高知県オフセット・クレジット認証センターでの森林管理プロジェクトの申請・登録・クレジット発行の運

営・管理業務

①登録プロジェクトのクレジット発行にかかる永続性管理

②登録プロジェクトのクレジット発行管理

③ブランド化

県環境共生課：プロバイダ

を活用した販売と新たな市

場の検討

J-ＶＥＲ販売の新戦略を検討

県環境共生課：活用目的の拡大（遵守目的活用の検討）

県環境共生課：第一約束期間満了後における新たな排出量取引制度に迅速に対応

県環境共生課：高知県Ｊ－ＶＥＲ認証プログラムの存続

オフセット･クレジット制度
に関する検討

県環境共生課：第一約束

期間満了後における新た

な排出量取引制度の方向

性について情報収集及び

対応の検討

オフセット･クレジット制度に関する対応

県環境共生課：販売・流通の機会を提供
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別
図

（
林

１
）

戦
略
の
柱
１
．
原
木
生
産
の
拡
大

【
中
期
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
く
森
林
組
合
経
営
を
支
援
】

森
林

組
合

の
経

営
改

善
に
向

け
た
取

組
み

の
更
な
る
強
化

森
林
資
源
の
変
化
に
対
応
し
、
施
業
の
集
約
化
と
間
伐
な
ど
木
材
生
産
を
事
業
の
中
心
と
す
る

森
林
所
有
者
の
真
の
協
同
組
織
と
し
て
そ
の
負
託
に
応
え
う
る
自
立
し
た
組
合
へ
と
改
革
を
推
進

こ
れ

ま
で
の

取
組

み
（
Ｈ
２
１
～

Ｈ
２
３
）

目
標

：
意

識
改

革
・
行

動

今
後

の
取

組
み

（
Ｈ
２
４
～

Ｈ
２
６
）

目
標

：
行

動
の

定
着

【
取
組
み
と
結
果
】

１
．
経

営
者
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修

（集
合

研
修

）
組

合
長

や
参

事
等

を
対

象
に
、
経

営
に
必

要
な
ス
キ
ル

の
習

得

■
結

果
：
３
年

間
で
延

べ
２
２
日

開
催

２
．
経

営
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
研

修
（個

別
研

修
）

（
１
）
中

期
経
営

計
画
の

策
定

５
カ
年
間
の
経
営
計
画

の
策
定

手
法

の
習
得

※
行

動
計

画
の
実

行
精
度
向
上

の
た
め
PD

CA
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
を
試
行

【
取
組
み
】

１
．
経

営
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
研
修

（個
別
研
修
）

（
１
）
中

期
経
営

計
画
の

策
定

（
２
）
計

画
の
ロ
ー
リ
ン
グ

（
３
）
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

ﾊ
ﾞﾗ
ﾝ
ｽ
ｼ
ｰ
ﾄの

改
善

を
含

め
た
中

期
経

営
計

画
の

実
効

性
の

向
上

、
取

組
み

や

成
果
を
見
え
る
化

①
期

待
す
る
成
果

や
取

組
み
等

の
明

確
化

・
B
/
S
の

改
善

を
含

め
た
年

度
目

標
や

課
題

と
取

組
等

を
記

載
し
た
ｼ
ｰ
ﾄの

作
成

職
員

る
成

有
プ

定

銘
建

工
業

の
進

出
（
Ｈ
２
５
操

業
予

定
）

⇒
木

材
増

産
体

制
の
構

築
が
急

務

森
林

経
営

計
画

の
ス
タ
ー
ト

（
Ｈ
２
４
認

定
開

始
）

⇒
認

定
基

準
に
沿

っ
た
集

約
化

の
ス
ピ
ー

ド
ア
ッ
プ

森
施

施
業

プ
ラ
ン
ナ
ー
の

資
格

（
Ｈ
２
４
認

定
開

始
）

⇒
技

能
・
実

践
力

の
レ
ベ

ル
ア
ッ
プ

【
取

り
巻

く
環

境
の

変
化

】

「
経

営
者

ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞﾒ
ﾝ
ﾄ研

修
」
を
集

合
形

式
に
よ
る
全

体
研

修

か
ら
、
組

合
毎

の
レ
ベ
ル

に
合

せ
た
個

別
研

修
へ

と
見

直
し

県
下
全
体

の
底
上
げ

積
極
的
な
組
合

へ
の
個

別
指

導

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

※
行

動
計

画
の
実

行
精
度
向
上

の
た
め
PD

CA
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
を
試
行

■
結

果
：
１
７
組

合
が

策
定

（
既

策
定

２
組

合
計

１
９
組

合
）

（
２
）
計

画
の
ロ
ー
リ
ン
グ

計
画
の
実
行
や
見
直
し
の
手

法
の
習
得

■
結

果
：
１
１
組

合
が

計
画

を
ロ
ー
リ
ン
グ

３
．
森

林
施
業

プ
ラ
ン
ナ
ー
養
成
研

修
ｺ
ｽ
ﾄ分

析
や

作
業

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
等

の
ﾌ
ﾟﾗ
ﾝ
ﾅ
ｰ
に
必

要
な
知

識
の

習
得

■
結

果
：
５
０
人

養
成

（
２
３
組

合
４
８
人

、
２
事

業
体

２
人

）

・
職

員
に
よ
る
成
果

の
共
有

化
と
そ
の
プ
ロ
セ
ス
設

定

・
ﾍ
ﾞﾝ
ﾁ
ﾏ
ｰ
ｸ
と
な
る
組

合
や

取
組

み
な
ど
の

情
報

提
供

等
の
森
連
及
び
県
の
指
導
・
支
援

②
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
進

捗
管

理
ス
キ
ル
の
向

上
・
経
営
ｺ
ﾝ
ｻ
ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄに

よ
る
幹
部
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
研
修

・
四

半
期

毎
の

森
連

・
県

に
よ
る
進

捗
ﾁ
ｪｯ
ｸ

２
．
森

林
施

業
プ
ラ
ン
ナ
ー
実

践
力

向
上

研
修

・
木

材
の

増
産

体
制

、
本

格
化

す
る
森

林
経

営
計

画
策

定
と
実

行
の

ｽ
ｷ
ﾙ
向

上

・
実
務
者
が
講
師
と
な
り
、
実
践
に
向
け
て
、
ﾃ
ｰ
ﾏ
別
の
ﾜ
ｰ
ｸ
ｼ
ｮｯ
ﾌ
ﾟの

開
催

【
成

果
】

■
地

域
の

森
林

管
理

の
中
核
的
担
い
手
の
役

割
を
認
識

■
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

向
上

へ
の
意
識

改
革
が

促
進

■
収

益
性

の
確

保
や

組
合

員
ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞｽ
向

上
に
向

け
た
意

識
改

革
や

行
動

の
変

化

【
課

題
】

◆
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
が
実
行
で
き
て
い
る
組
合

は
少
な
い

◆
少

し
づ
つ
小

さ
な
成

果
は

出
つ
つ
あ
る
が

、
見
え
に
く
い

◆
成

果
を
出

す
ま
で
に
は

研
修

等
更

な
る
外

部
ｻ
ﾎ
ﾟｰ
ﾄが

必
要

【
３
年
後
に
期
待
す
る
成
果
】

○
本

事
業

■
自

ら
の

力
で
PD

CA
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
を
実

行
。
精

度
が

ｽ
ﾊ
ﾟｲ
ﾗ
ﾙ
的

に
向

上

■
経

営
改

善
が

目
に
見

え
る
形

で
成

果
に
現

れ
、
組

織
と
し
て
の

ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞﾒ
ﾝ
ﾄ力

が
向

上
し
、
組

合
員

か
ら
の

信
頼

を
獲

得

■
森

林
施

業
ﾌ
ﾟﾗ
ﾝ
ﾅ
ｰ
の

ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ
ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟと
人

数
の

拡
大

○
他

事
業

と
の

相
乗

効
果

■
集

約
化

や
森

林
経

営
計

画
の

策
定

が
進

み
、
地

域
の

森
林

管
理

の
中

核
的

な
担

い
手

の
役

割
を
発

揮

■
木

材
増

産
に
向

け
て
の

体
制

が
で
き
、
原

木
の

安
定

供
給

を
実

行

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝
＝

＝

◆
行

動
で
き
な
い
組

合
は

、
合

併
へ

の
具

体
的

な
検

討
を
開

始

⇒
技

能
実

践
力

の
レ

ル
ア
ッ
プ

⇒
組

織
と
し
て
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

の
更
な
る
発

揮
・強

化

⇒
管

理
部

門
の

人
材

育
成

【
森
林
組
合
に
求
め
ら
れ
る
も
の
】

１
．
施

業
集

約
化

事
業

を
軸
と
し
た
経

営
へ
の

誘
導

（将
来

を
見
据
え
た
経
営
が
で
き
る
よ
う
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
や

中
期

計
画

等
の
計
画
づ
く
り
の
推
進
）

２
．
森

林
の

経
営

の
設

計
図
と
な
る
森

林
経
営

計
画
の

作
成
促

進

３
．
組

合
員

等
の

施
業

集
約

化
を
最

優
先

の
業
務

と
し
た
森

林

組
合
の
育
成

４
．
情

報
公

開
の

推
進

【
国

の
組

合
指

導
の

方
向

性
】

加
え
て

国
と
県

同
じ
方
向
性

平
成

２
３
年

度
中

に
、
合

併
に
関

す
る
県

の
方

針
を
改

定
。

「
知
識
習
得
」
の
研
修
か
ら
「
実
践

応
用
力
習
得
」
の
研
修
へ
見
直
し
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別
図

（
林

２
）

林
業

架
線

作
業

主
任

者
研

修

戦
略

の
柱

１
．
原

木
生

産
の

拡
大

【
担

い
手

の
確

保
・
育

成
】

林
業

技
術

者
養

成
研

修
（
メ
ニ
ュ
ー
受
講
）

＜
可

搬
式

林
業

機
械

研
修

＞
＜

車
両

系
建

設
機

械
運

転
技

能
講

習
＞

＜
玉

掛
け
技

能
講

習
＞

＜
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
運

転
技

能
講

習
＞

＜
小

型
移

動
式

ク
レ
ー
ン
運

転
技

能
講

習
＞

＜
林

内
作

業
車

集
材

作
業

安
全

教
育

＞
＜

高
性

能
林

業
機

械
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
技

術
者

養
成

研
修

＞

＜
作
業
路
開
設
実
践
研
修
＞

＜
森
林
作
業
道
開
設
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
研
修
＞

＜
測
量
設
計
技
術
研
修
＞

＜
素
材
生
産
技
術
研
修
＞

（
４
年
目
以
降
）
＜
地
山
の
掘
削
及
び
土
止
め
支
保
工
作
業
主
任
者
技
能
講
習
＞
＜
は
い
作
業
主
任
者
技
能
講
習
＞

林
業

就
業

者

森 林 ・ 林 業 人 材 育 成 加 速

研 修 経 費 （ 旅 費 、 賃

雇 用 就

＜
県

・
林

業
労

働
力

確
保

支
援

セ
ン
タ
ー
＞

◆
新
規
就
業
者
職
業
紹
介
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
設
置

・
事

業
体

の
個

別
訪
問

雇
用

相
談

、
雇

用
情

報
の

収
集

等

・
高

等
学

校
訪

問

林
業

職
場

の
紹

介
、
雇

用
情

報
の

提
供

◆
林

業
労

働
力

育
成

協
議
会
の
開
催

◆
就

業
相

談
会

開
催

雇 用 情 報 ネ ッ ト ワ ー

緑
の

雇
用

現
場

技
能
者
育
成

対
策
／
国

（
フ
ォ
レ
ス
ト
ワ
ー
カ
ー
(林

業
作
業
士
）
3
年
目
)

・
集
合
研
修

約
2
0
日

実
地
（

）
研
修

緑
の

雇
用

現
場

技
能
者
育
成

対
策
／
国

（
フ
ォ
レ
ス
ト
リ
ー
ダ
ー
(現

場
管
理
責
任
者
)）

・
集
合
研
修

約
1
5
日

・
技

術
習

得
研

修
費

、
旅

費
助

成

全
国
１
１
ブ
ロ
ッ
ク
で
開
催

緑
の

雇
用

現
場
技

能
者
育
成

対
策
／
国

（
フ
ォ
レ
ス
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
(統

括
現
場

管
理

責
任

者
)）

・
集
合
研
修

約
1
0
日

・
技

術
習

得
研

修
費

、
旅

費
助

成

東
京
で
開
催

緑 の 雇 用 現 場

ト ラ イ ア ル 雇 用 （ ３ ヵ 月

高
知

県
U
・
Iタ

ー
ン
就

職
相
談
会

（
雇

用
労
働
政
策
課
）

先
進

事
業

体
現

場
技

術
者

派
遣

等
研

修

・
県

内
の

先
進

事
業

体
へ

の
現

場
技

術
者

の
派

遣
や

造
林

作
業

か
ら
伐

出
作

業
へ

の
転
換

を
図

る

た
め
の

現
場

研
修

な
ど
、
木

材
増

産
に
繋

が
る
よ
う
な
、
林

業
事

業
体

の
自

主
的

な
取

組
を
支

援

（
基

幹
林

業
労

働
者

養
成

研
修

修
了

者
等

を
対

象
）
＜

林
内

作
業

車
集

材
安

全
教

育
＞

＜
不

整
地

運
搬

車
運

転
技

能
講

習
＞

＜
は

い
作

業
従
事

者
安
全

教
育
＞

拡
充

林
業

就
業

希
望

者

林 業 就 業 支 援 事 業 （ 厚 生 労 働

林 業 就 業 希 望 者 を 対 象 に 林 業 の 基 本 的 な 知 識

速 化 事 業 （ ４ 次 補 正 ）

賃 金 等 ） を 支 援

高
校

生
等

研
修

◆
車
両
系
建
設
機
械
運
転
技
能
講
習

（
香
美
市
：
県
立
農
業
高
校
対
象
）

◆
可
搬
式
林
業
機
械
研
修

（
チ
ェ
ー
ン
ソ
ー
、
刈
払
機
）

（
香
美
市
、
黒
潮
町
：
高
校
生
対
象
）

→
卒
業
時
に
修
了
証
を
交
付

高
校

新
卒

予
定

者

業 者

◆
就

業
相

談
会
の
開
催

◆
林

業
体

験
教

室
の

開
催

◆
高

校
生

等
林

業
職

場
体
験

・
間

伐
体

験
、
高

性
能

林
業

機
械

操
作

体
験

◆
県
内
外
開
催
の
森
林
の
職
場
ガ
イ
ダ
ン
ス
、

Ｕ
Ｉタ

ー
ン

就
職

相
談

会
等

へ
の

協
力

ク 推 進 事 業

緑
の

雇
用

現
場

技
能
者
育
成

対
策
／
国

（
フ
ォ
レ
ス
ト
ワ
ー
カ
ー
（
林
業
作
業
士
）
１
年
目
)

・
集
合
研
修

約
3
0
日

・
実

地
(O

J
T
）
研

修
最

大
８
ヶ
月

・
技

術
習

得
研

修
費

、
指

導
費

、
資

材
費

等
を
助

成

・
実
地
（
O
J
T
）
研
修

最
大
６
ヶ
月

・
技

術
習

得
研

修
費

、
指

導
費

等
を
助

成

場 技 能 者 育 成 対 策 ／ 国

月 ） 技 術 習 得 推 進 費 等 を 助 成

緑
の

雇
用

現
場
技
能
者

育
成
対
策

／
国

（
フ
ォ
レ
ス
ト
ワ
ー
カ
ー
（
林
業
作
業
士
）
２
年
目
）

・
集
合
研
修

約
2
5
日

・
実
地
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
研
修

最
大
６
ヶ
月

・
技

術
習

得
研

修
費

、
指

導
費

等
を
助

成

就
労

環
境

の
改

善

働 省 委 託→ 労 確 セ ン タ ー ）

識 や チ ェ ー ン ソ ー 作 業 等 に つ い て の 講 習 を 実 施

１
年

２
年

３
～
４
年

５
年
～

1
0
年
～

就
業
前

ス
カ
ウ
ト

ウ
ォ
ー
ム
ア
ッ
プ

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

中
山

間
の

副
業
型

林
業

者
を
育

て
る
事
業

副
業
的
な
林
業
収
入
を
得
る
副
業
型
林
家
を
育
成
・
支
援
す
る
た
め
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に

よ
る
技
術
研
修
や
営
林
指
導
を
行
う
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
を
支
援

副
業
型
林
家
の
支
援
・
育
成

自
伐
林
家
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

副 業 型 担 い 手 の 育 成

・
林

業
退

職
金

共
済

制
度

へ
の

掛
け
金

助
成

・
安
全
防
具
購
入
や
蜂
刺
さ
れ
対
策
な
ど
へ
の
支
援
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戦
略
の
柱

１
．
原
木
生
産
の
拡
大

【
森
の
工
場
の
整
備
・
推
進
】

収
益
性
の
向
上

林
業
就
業
者
の
確
保
と
育
成
を
進
め
る
た
め

施
業
の
集
約
化
や
森
林
整
備
（
間
伐
実
施

作
業
道
開
設
な
ど
）

生
産
活
動
（機

械
整
備

作
業
シ
ス
テ
ム
の

確
立

間
伐
材
の
搬
出

販
売
）
を
支
援
し
ま
す

対
策

の
ポ
イ
ン
ト

別
図

（
林

３
）

森
林
の
集
約
化

（
森
林
整
備
活
動
支
援
交
付
金
の
活
用
）

合
意
形
成

林
業

普
及

指
導

員
、

森
林

技
術

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
支
援

各
種

研
修

会
へ

の
参

加
な
ど

作
業

道
整

備

・
新
規
開
設

１収
益

性
の

向
上
、
林

業
就

業
者

の
確
保

と
育

成
を
進
め
る
た
め
、
施
業
の
集
約
化
や
森
林
整
備
（
間
伐
実
施
、
作
業
道
開
設
な
ど
）
、
生
産
活
動
（機

械
整
備
、
作
業
シ
ス
テ
ム
の
確
立

、
間
伐

材
の
搬

出
・販

売
）
を
支
援
し
ま
す
。

・
合
意
形
成

・
資
源
調
査

・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

・
新
た
な
作
業
シ
ス
テ
ム

の
試
行
に
伴
う
調
査
等

・
調
査
結
果
に
基
づ
く
研
修
会

・
技
術
の
習
得

・
情
報
の
提
供

経
営
計
画
作
成
支
援

な
ど

・
改
良
等

集
約

化
さ

れ
た

施
業

林
地

(
森

林
）

必
要
な
生
産
基
盤

優
れ
た
林
業
事
業
体

・
経
営
計
画
作
成
支
援

な
ど

高
性

能
林

業
機

械
等

整
備

・
高
性
能
林
業
機
械
等
の
導
入

・
ｱ
ﾀ
ｯ
ﾁ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
の
取
付
等
改
良

高
性
能
林
業
機
械
等
の
ﾚ
ﾝ
ﾀ
ﾙ

２

H
2
7
末
目
標

6
9
,
8
0
0
ｈ
ａ

必
要
な
生
産
基
盤

（
路
網
・
林
業
機
械
）

優
れ
た
林
業
事
業
体

（
経
営
者
・
技
術
者

）
架

線
集

材
シ

ス
テ

ム
支

援

・
路
網
に
よ
る
作
業
シ
ス
テ
ム

が
困
難
な
地
域
に
お
け
る
、

架
線
集
材
施
設
の
設
置

３
・
高
性
能
林
業
機
械
等
の
ﾚ
ﾝ
ﾀ
ﾙ

機
械
導
入

改
良

レ
ン
タ
ル

架
線
集
材
施
設
の
設
置

架
設

張
替

林
内

路
網

ア
ッ
プ

グ
レ

ー
ド

事
業

５

間
伐

材
搬

出
支

援

・
一
般
用
材

・
チ
ッ
プ
等
端
材

４

・
既
設
作
業
道
に
お
け
る
機
能

の
強
化
や
災
害
復
旧
な
ど

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
舗
装

原
木

の
安

定
供

給

・
チ
ッ
プ
等
端
材

災
害
復
旧
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【
現

況
】

別
図

（
林

４
）
　

　
県

内
の

森
林

資
源

は
、

人
工

林
の

蓄
積

量
は

約
１

億
５

千
万

m
3
（
H

2
1
）
と

な
り

、
膨

大
な

森
林

資
源

の
活

用
が

課
題

と
な

っ
て

い
る

。
一

方
、

木
材

価
格

の
低

迷
等

か
ら

、
素

材
生

産
量

は
減

少
し

て
い

る
。

戦
略

の
柱

２
．

加
工

体
制

の
強

化
　

【
大

型
加

工
施

設
の

整
備

】

森
林

資
源

の
成

熟

木
材

価
格

の
低

迷

素
材

生
産

量
の

減
少

販
売

ル
ー

ト
の

確
立

需
要

構
造

の
変

化

（
安

価
、

高
品

質
）

対 策

他
県

に
大

型
製

材
誕

生

（
製

品
価

格
の

低
迷

）

対 策
対 策

供
給

ロ
ッ

ト
の

拡
大

大
型

製
材

に
よ

り
低

価
格

、
高

品
質

製
品

を
大

量
生

産

低
価

格
製

品
増

大

対
策

【
新

流
通

加
工

体
制

】

○
施

業
集

約
化

の
推

進
○

競
争

力
あ

る
大

型
製

材
設

置
○

皆
伐

と
間

伐
の

ミ
ッ

ク
ス

○
協

定
供

給
の

促
進

○
既

存
事

業
者

も
競

争
力

増
強

○
低

価
格

、
高

品
質

製
品

の
販

売
○

生
産

性
の

向
上

○
既

存
事

業
者

の
規

模
拡

大
○

大
手

ビ
ル

ダ
ー

等
へ

の
ロ

ッ
ト

販
売

○
山

元
還

元
の

拡
大

○
流

通
量

の
増

大
○

既
存

製
材

の
施

設
増

強
○

需
要

先
の

あ
る

計
画

関
連

産
業

全
体

を
嵩

上
げ

素
 材

 生
 産

流
　

　
通

加
　

　
　

工
販

  
  
  
売

○
県

内
大

型
製

材
の

設
置

○
県

産
材

の
流

通
シ

ス
テ

ム
確

立

○
既

存
事

業
者

の
加

工
力

強
化

（
規

模
拡

大
、

施
設

増
強

）
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戦
略

の
柱

２
．

加
工

体
制

の
強

化
　

　
【

県
内

加
工

事
業

体
の

生
産

力
等

の
強

化
】

【
林

業
・

木
材

産
業

の
状

況
】

森
林

蓄
積

【
対

策
】

別
図

（
林

５
）

20
1

17
2

16
0

15
5

14
7

13
9

13
4

12
6

12
0

17
43

13
47

12
20

11
87

10
32

10
06

93
2

84
0

73
2

020
0

40
0

60
0

80
0

10
00

12
00

14
00

16
00

18
00

20
00

05010
0

15
0

20
0

25
0

H
10

H
13

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

製
材

工
場

数
従

業
員

数

木
材

産
業

◆
製

材
工

場
数

H
2
1
  
1
2
0
工

場
（
H

1
0
対

比
5
9
.7

%
）

◆
従

業
員

数

H
2
1
 7

3
2
人

（
H

1
0
対

比
4
2
.0

%
）

◆
漸

減
の

要
因

・
住

宅
着

工
戸

数
の

減

・
安

価
な

外
材

の
流

入

・
木

材
価

格
の

低
迷

・
低

コ
ス

ト
化

、
高

品
質

化
へ

の

取
り

組
み

の
遅

れ

・
経

済
不

況
な

ど

林
業

【
対

策
】

成
熟

す
る

森
林

資
源

の
有

効
活

用
の

た
め

に
は

、
県

内
で

の
木

材
加

工
が

必
要

素
材

生
産

量
の

増
加

既
存

事
業

者

大
型

製
材

工
場

合
板

工
場

チ
ッ

プ
工

場

バ
イ

オ
マ

ス
利

用
者

A
材 B材 C材 D
材

既
存

加
工

力
の

競
争

力
維

持
の

た
め

、
製

品
の

高
品

質
化

、
生

産
コ

ス
ト

の
削

減
を

図
る

銘
建

工
業

の
誘

致
等

に
よ

り
、

価
格

競
争

力
の

あ
る

製
品

づ
く
り

に
、

大
規

模
に

取
り

組
む

単
板

工
場

の
誘

致
な

ど
、

安
定

消
費

の
確

保
を

検
討

（
県

内
企

業
な

し
）

県
内

企
業

は
大

手
３

社
。

低
品

質
材

の
安

定
利

用
で

、
A
材

、
B材

等
の

価
格

安
定

に
も

影
響

従
来

利
用

さ
れ

な
か

っ
た

残
材

の
利

用

担
い

手
事

業
者

方
向

性
対

策

従
来

の
補

助
事

業
の

対
象

と
な

り
に

く
い

。

幅
広

い
対

策
の

た
め

に
は

、
県

単
独

事
業

が
必

要

国
補

助
事

業
を

活
用

し
施

設
整

備

国
補

助
事

業
を

活
用

し
施

設
整

備

国
補

助
事

業
を

活
用

し
施

設
整

備

流
通

シ
ス

テ
ム

の
検

討
を

進
め

、
コ

ス
ト

削
減

が

可
能

な
ら

ば
単

板
工

場
の

設
置

を
検

討
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戦
略
の
柱
３
．
流
通
・
販
売
体
制
の
強
化
 
 
【
地
産
外
商
の
推
進
】

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
結
果
、
成
果

今
後
の
取
り
組
み
（
H2
4〜

H2
7年

度
）

⼟
佐
材
流
通
促
進
協
議
会
を
設
⽴

東
京
、
名
古
屋
、
⼤
阪
、
神
⼾
で
開
催

消
費
地
企
業
と
連
携
し
て
開
催
（
茨
城
、
⾼
知
、
福
岡
）

P R ・ 販 路 拡 ⼤ 対 策

●
セ
ミ
ナ
ー
を
商
談
会
に
進
化
。

●
商
談
会
に
参
加
し
た
有
望
な
企
業
を
対
象
に
「
産
地
商
談
会
(ツ
ア
ー
)」
の
開
催

●
商
取
引
へ
繋
げ
る
展
⽰
会
の
開
催
（
茨
城
、
⾼
知
、
福
岡
）

●
展
⽰
会
の
買
い
⽅
を
対
象
に
産
地
商
談
会
､後
追
い
営
業
の
実
施

●
商
談
会
や
⼟
佐
材
展
に
参
加
し
た
企
業
を
⼟
佐
材
パ
ー
ト
ナ
ー
化

別
図
（
林
６
）

⼟
佐
材
商
談
会
(セ
ミ
ナ
ー
）
参
加
企
業

約
60
社
/年
で
推
移

⼟
佐
材
商
談
会
参
加
企
業
数

10
0社

／
年

⼟
佐
材
展
⽰
会

販
売
量

約
1,
00
0m
3/
年

土
佐

材
展

示
会

（
茨

城
県

）

⼟
佐
材
展
⽰
会
の
販
売
量
の
増
加

⼟
佐
材
商
談
会

⼟
佐
材
展
⽰
会

県
外
⼟
佐
材
使
⽤
住
宅
の
促
進

・
パ

ー
ト

ナ
ー

企
業

の
増

加

・
大

消
費

地
で

土
佐

材
の

販
路

拡
大

東
京

Ｏ
Ｚ
Ｏ
Ｎ
Ｅ

土
佐

材
展

消
費

地
商

談
会

の
開

催
（
新

規
開

拓
型

）

流
通
拠
点
の
設
置

１
0箇

所
（
関
東
3、

東
海
1、

関
⻄
5、

九
州
1）

「
⼟
佐
材
パ
ー
ト
ナ
ー
企
業
」
登
録
制
度
を
創
設

性
能
表
⽰
⽊
材
（
JA
S、

含
⽔
率
表
⽰
、
強
度
表
⽰
）
の
拡
⼤

策 商 品 ⼒ ・

競 争 ⼒ 向 上 対 策

●
関
東
を
は
じ
め
⼟
佐
材
パ
ー
ト
ナ
ー
企
業
等
と
連
携
し
た
⼟
佐
材
使
⽤
住
宅
の
拡
⼤

【
】

【
】
用

従
量

制
助

成
へ

改
良

●
建
築
⼯
程
に
応
じ
た
配
送
に
よ
る
拠
点
利
⽤
の
推
進

●
拠
点
(プ
レ
カ
ッ
ト
⼯
場
な
ど
)を
活
⽤
し
た
ロ
ッ
ト
流
通
量
の
拡
⼤

●
JA
S製

品
に
特
化
し
て
、
性
能
表
⽰
⽊
材
の
出
荷
⽀
援

●
県
内
JA
S認

定
⼯
場
の
拡
⼤

土
佐

材
住

宅
の

着
工

（
愛

知
県

）

流
通
拠
点

⼟
佐
材
住
宅

約
80
棟
/年

⼟
佐
材
パ
ー
ト
ナ
ー
企
業

32
社

⼟
佐
材
住
宅

15
0棟

(H
27
)

⼟
佐
材
パ
ー
ト
ナ
ー
企
業

60
社

(H
27
)

流
通
拠
点

10
箇
所

邸
別
利
⽤

28
棟
/年

ロ
ッ
ト
利
⽤

75
0m
3/
年

流
通

拠
点

の
活

用
流
通
拠
点
の

活
⽤
と
増
加

邸
別
利
⽤
の
拡
⼤

ロ
ッ
ト
利
⽤
の
拡
⼤

性
能
表
⽰
⽊
材
流
通
促
進

Ｊ
Ａ
Ｓ
認
定
⼯
場

15
⼯
場

性
能
表
⽰
⽊
材
流
通
量

約
10
,0
00
m
3/
年

Ｊ
Ａ
Ｓ
認
定
⼯
場
の
拡
⼤

Ｊ
Ａ
Ｓ
⽊
材
製
品
流
通
量

21
,0
00
m
3
(H
27
)

Ｊ
Ａ

Ｓ
認

定
工

場
の

製
品

出
荷

量
の

3
0
%
以

上
が

Ｊ
Ａ

Ｓ
製

品

四
万

十
ヒ
ノ
キ

産
地

商
談

会
の

開
催

（
高

知
）

Ｊ
Ａ
Ｓ
製

品
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戦
略

の
柱

４
．

木
質

バ
イ

オ
マ

ス
の

利
用

拡
大

３
，
今
後
の
利
用
拡
大
に
向
け
た
取
り
組
み
の
方
向
性

（
課
題
へ

の
対

応
）

ア
、
効
率
的
な
事
業
展
開

◆
持
続

能
な
地
域
循
環
シ

ム
仕
組

検
討

１
，
こ
れ
ま
で
の
取
組

み
に

よ
り

着
実
に
前

進

「
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
導
入
状
況
」

基
金
事
業
を
活
用
し

３
年
間
で
木
質
バ
イ

「
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
の
県
内
供
給
状
況
」

◆
ペ
レ
ッ
ト
製
造
施
設

６
個
所
（
生
産
可
能
能
力
６

５
０
０
ｔ）

別
図

（
林

７
）

◆
持
続
可
能
な
地
域
循
環
シ
ス
テ
ム
の
仕
組
み
の
検
討

◆
集
約
型
地
域
熱
利
用
の
可
能
性
を
調
査

大
型
の
温
湯
式
ボ

イ
ラ
ー
に
よ
る
熱

供
給

宿
泊
施
設

基
金
事
業
を
活
用
し
、
３
年
間
で
木
質
バ
イ

オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
が
大
幅
（
１
１
８
台
増
）
に

増
加

【
(H
2
3
年

度
末
見
込
み
】

◆
合
計
台
数

１
３
９
台

◆
分
野
別
の
割
合

・
園
芸
施
設

１
１
３
台
（
８
１
％
）

・
冷
暖
房
施
設

８
台
（

６
％
）

・
温
泉
施
設

７
台
（

５
％
）

・
そ
の
他
（
養
鰻
施
設
等
）

１
１
台
（

８
％
）

６
個
所
（
生
産
可
能
能
力
６
，
５
０
０
ｔ）

◆
燃
料
用
チ
ッ
プ
製
造
施
設

２
個
所

「
石
炭
と
の
混
焼
に
よ
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発

電
の
取
り
組
み

状
況
」

◆
住
友
大
阪
セ
メ
ン
ト
(株

)須
崎
工
場
で
実
施

・
平
成
２
１
年
度
実
施
量

約
２
万
３
千
ト
ン

木
質

燃
料

の
共

同
配

送
シ
ス

テ
ム

地
域
協
議
会

福
祉
施
設

供
給

文
化
・
教
育

施
設

２
，
林
業
・
木
材
産
業

の
再

生
の

中
で
の
木

質
バ

イ
オ

マ
ス
の
基

本
的
考
え
方

高
知

県
の
人

工
林

◇
民
有
林
面
積

29
万
9千

ha
蓄
積

1億
2
63
1万

3

イ
、

木
質
バ

イ
オ
マ
ス

発
電

◆
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
推
進

灰
の

共
同

処
理

シ
ス
テ
ム

蓄
積

1億
2,
63
1万

m3
◇
国
有
林
面
積

9万
ha

蓄
積

1,
99
8万

m3
◇
年
間
成
長
量

30
5万

2千
m3

○
林
業
で
の
雇
用

○
森
林
環
境
の
保
全

森
林
資
源
を

す
仕
組

高
知
県
産
業
業
振
興
計

画
【
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利

用
の

拡
大

】

地
産
地
消
の
推
進

販
売
力
の
強
化

加
工

流
通
基
盤
の
強
化

原
木
の
増
産

ウ
、
総
合
カ
ス
ケ
ー
ド
利
用
に
向
け
た
新
た
な
展
開

◆
多
様
な
用
途
へ
の
対
応
を
考
慮
し
た
総
合
カ
ス
ケ

ー
ド
利
用
の
検
討
と
供
給
体
制
の
整
備

○
林
業
で
の
雇
用

の
確
保
・
安
定

○
県
内
機
械
産
業

と
の

連
携

○
森
林
環
境
の
保
全

○
資
金
の
県
内
循
環

活
か
す
仕
組

み
づ
く
り

売
電
及
び
熱
利
用
の
併
用
等

地
産
地
消
の
推
進

地
産
外
商
に
よ
る
販

路
拡
大

増
産
も
含
め
た
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
生
量

林
地
残
材
21

万
6千

ト
ン

＋
端

材
等
16

万
4千

ト
ン

こ
れ

ら
森

林
資

源
を
余

す
こ
と
な
く
活

用

木
材
本
来

の
用
途

加
工
・
流
通
基
盤
の
強
化

20
.6
万
m
3 →
30

万
m
3

→
35

.5
万
m
3

原
木
の
増
産

42
万
m
3

→
62

万
m
3

→
65

万
m
3

チ
ッ
プ
利
用

ま
ず
は

建
築

材
料

等
と
し
て
利

用

原
木
の
収
集

○
森
の
工
場
の
推
進

○
自
伐
林
家
等
の
収
集

シ
ス

テ
ム

の
構
築

【
主

な
用

途
】

《
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
》

○
ボ
イ
ラ
ー
用

等
燃

料
温

泉
施

設
や

園
芸

施
設

、
公

的
な
施

設
な
ど
比

較
的

大
型

の
ボ
イ
ラ
ー
に
対

応
（
広

い
設

置
ス
ー
ペ
ス
が

必
要

・
機

器
が

高
い
）

《
マ
テ
リ
ア
ル

利
用

》
○

製
紙

用
原

料
○

ボ
ー
ド

○
ガ
ー
デ
ニ
ン
グ

な
ど

具
体

的
取

り
組

み 木
質
燃
料
等
の

安
定
供
給

Ｈ
２
２

→
Ｈ
２
7

→
Ｈ
33

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
の
拡
大

外
的
要
因
に
よ
る
価
格
変
動
に
左
右
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
化

石
燃

料
よ
り
安

価
で
安

定
し
た
価

格
と
供

給
の

仕
組

み
を
つ

く
る
こ
と
で
、
地
域
の
豊
か
な
森
林
資
源
を
有
効
に
活
用
し
た

取
り
組

み
を
推

進
す
る
。

お
が

粉
利

用

【
主

な
用

途
】

《
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
》

○
ボ
イ
ラ
ー
等

燃
料

用
温

泉
施

設
や

園
芸

施
設
、
公

的
な
施

設
な
ど
比
較
的

大
型
か
ら
中

型
の
施

設
に
対

応
（
少
し
広
め
の
設

置
ス
ー
ペ
ス
が

必
要

・
機

器
が

高
い
）

《
マ
テ
リ
ア
ル

利
用

》
○

家
畜

敷
料

○
オ
ガ
炭

○
菌

床
原

料
○

堆
肥

原
料

○
ペ
ッ
ト
用

品
な
ど

【
主
な
用
途
】

安
定
供
給

木
質
バ
イ
オ
マ

ス
発
電

施
設
園
芸
等
の

熱
利
用

木
質

バ
イ
オ
マ
ス
利

用
拡

大
に
向

け
た
目

標
値

H
21

年
度
実
績

22
万
7千

ト
ン

→
H
27

年
度

34
万

ト
ン

→
H
33

年
度

38
万

ト
ン

木
質
ペ
レ
ッ
ト
利
用

【
用
途
】

《
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
》

○
ボ
イ
ラ
ー
等

燃
料

用
温

泉
施

設
や

園
芸

施
設

、
公

的
な
施

設
や

家
庭

用
ス
ト
ー
ブ
な
ど
小

型
の

機
器

に
対

応
（
設

置
ス
ー
ペ
ス
は

少
な
く
て
良

い
）

《
マ
テ
リ
ア
ル

利
用

》
○

ペ
ッ
ト
用

品
○

園
芸

用
マ
ル

チ
ン
グ
材

な
ど

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
の
拡
大
に
向
け
た
課
題

◇
木
質
燃
料

◇
燃
焼
灰

◇
機
器
の
導
入

・
安
定
し
た
価
格

・
回
収
コ
ス
ト

・
導
入
コ
ス
ト

・
安
定
供
給

・
処
理
コ
ス
ト

・
配
送
コ
ス
ト

年
度
実
績

万
千

ト
ン

→
年

度
万

ト
ン

→
年
度

万
ト
ン
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別
図
（
林
８
）

［
課

題
］

・
今

後
の

皆
伐

の
増

加

成
林
ま
で
に
要
す
る
施
業
（再

造
林
、
保
育
）
の
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
が
高
く
、
再
造
林
が
困
難

・
再

造
林

地
に
お
け
る
獣

害

シ
カ
の
生
息
密
度
の
増
加
に
よ
り
、
密
度
の
高
い
生
息
域
で
の
森
林
環
境
が
悪
化

［
対

策
］

・
成
林
ま
で
に
要
す
る
施
業
の
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
の
低
減

再
造
林
へ
の
支
援
及
び
低
コ
ス
ト
施
業
の
普
及
、
推
進

・
森

林
被

害
防

除

再
造

林
地

に
お
け
る
獣

害
被
害

対
策
へ

の
支
援

戦
略
の
柱
６
．

健
全
な
森
づ
く
り

【
持
続
可
能
な
森
づ
く
り
】

再
造

林

再
造

林
へ

の
支

援
（
森

林
資

源
再
生
支
援
事
業
）

Ｈ
３
３

確
実
な
更
新

Ｈ
２
１ ４
２
万

ｍ
３

Ｈ
２
７ ６
２
万

ｍ
３

Ｈ
３
３ ６
５
万

ｍ
３

［
原
木
生
産
の
拡
大
］

Ｈ
２
１ ３
２
４
ｈ
ａ

Ｈ
２
７ ５
４
３
ｈ
ａ

Ｈ
３
３ ５
８
３
ｈ
ａ

［
皆
伐
面
積
の
増
加
］

再
造

林

［
持
続
可
能
な
森
林
づ
く
り
］

保
育

省
力

化
の

検
討

低
コ
ス
ト
施
業
の
普
及
・
推
進

Ｈ
３
３

コ
ス
ト
を
低

減

獣
害

防
除

対
策

へ
の

支
援

（
森
林
資
源
再
生
支
援
事
業
）

再
造

林

（
確

実
な
更

新
）

育
林

（
保

育
）

搬
出

間
伐

伐
採

（
皆

伐
）

循
環

［
期

待
さ
れ
る
効
果
］

中
山

間
地
域
の
雇
用
創
出
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戦
略

の
柱
６
．
健
全
な
森
づ
く
り

【
オ
フ
セ
ッ
ト
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
活
用
し
た
森
林
整
備
の
推
進
】

別
図

（
林

９
）

地
球
温
暖
化
防
止

森
林

を
活

か
し

た
活

動
の

推
進

平
成

２
３

年

排
出
量
取
引

(
C
O
2
削
減
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

委
託
量

未
利

林
地
残
材

5
0
0
0

平
成

２
４

年

J‐

平
成

25
年

～

国
の

排
出

削
減

目
標

排
出
量
取
引

(
C
O
2
削
減
)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業

・
委
託
量

未
利
用
林
地
残
材

5
,
0
0
0
t

・
想
定
排
出
削
減
量

4
,
0
0
0
t
-
C
O
2

J
-
V
E
R
ク

レ
ジ

ッ
ト

販
売

促
進

事
業

・
委
託
量

未
利
用
林
地
残
材

5
,
0
0
0
t

・
想
定
排
出
削
減
量

4
,
0
0
0
t
-
C
O
2

J
-
V
E
R
ク
レ
ジ
ッ
ト
販
売
促
進
事
業

ﾏ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ｸ
ﾞ
、
E
X
P
O
、
C
o
-
N
e
t
活
用

ｴ
ｸ
ｽ
ｶ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
の
開
催

J
-
V
E
R
ｸ
ﾚ
ｼ
ﾞ
ｯ
ﾄ
市
場
拡
大
事
業
委
託

V E R

J
-
V
E
R
制

度
の

存
続

都
道

府
県

Ｊ
－

Ｖ
Ｅ
Ｒ
認

証
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
存
続

森
林
の
再
生

・
全
国
J
-
V
E
R
自
治
体
会
議
の
開
催

・
マ
ッ
チ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
i
n
 
K
O
C
H
I

J
-
V
ER
発

行
実

績
8,
7
3
1t
-
CO
2（

H
19
～

H
22
上

期
)

販
売

量
43

件
4
,6

42
t
-
CO

2（
H
23

.
10
現

在
)

ク
レ

ジ
ッ

ト
残

4
,0
8
9
t-
C
O2
（

H
2
3.
10
現

在
)

制 度
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
後
の

木
質
バ

イ
オ
マ
ス
利
用

促
進

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
全
量

買
い
取

り
制

度
と
の

調
整

高
知
県
J
-
V
E
R
制
度
サ
ポ
ー
ト
事
業

・
首
都
圏
企
業
マ
ッ
チ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト

・
協
働
の
森
や
排
出
取
引
な
ど
の
先
進
的

な
取
組
と
地
域
の
特
色
を
活
か
し
た

ブ
ラ
ン
ド
化

高
知
県
J
-
V
E
R
制
度

サ
ポ
ー
ト
事
業

・
首
都
圏
企
業
マ
ッ
チ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト

・
協
働
の
森
や
排
出
取
引
な
ど
を
活
用

・
地
域
の
特
色
を
活
か
し
た
ブ
ラ
ン
ド
化

木
質
バ

イ
オ
マ
ス
利
用

促
進

に
つ
い
て
検

討

販
売

対
策
の
強
化

雇
用
の
創
出

排
出
量
取
引
(
C
O
2
吸
収
)
プ
ロ
グ
ラ
ム
認
証
等
事
業

（
県
認
証
セ
ン
タ
ー
の
委
託
）
高
知
県
J
-
V
E
R
制
度

申
請
（
変
更
）
受
理
1
4
件

ラ
化

排
出

量
取

引
(
C
O
2
吸

収
)

プ
ロ

グ
ラ

ム
認

証
等

事
業

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
管
理
、

（
市
町
村
等
）
H
H
2
3
年
度
末
想
定
発
行
量

3
,
1
0
0
t
-
C
O
2

県 J‐ V E

遵
守

目
的

活
用

の
検

討

市
場

性
の

確
立

木
材
の
活
用

申
請
（
変
更
）
受
理
1
4
件

（
想
定
吸
収
量
計
1
1
,
7
7
9
t
-
C
O
2
）

ク
レ
ジ
ッ
ト
発
行
５
件

2
,
2
5
6
t
-
C
O
2

新

認
証
委
員
会
開
催
、
販
売
促
進

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
審
査

1
4
件

カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
等

普
及
審

査
効
率

化
事
業

・
オ
フ
セ
ッ
ト
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
を
活
用
し
た

カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
の
普
及

・
高
知
県
J
V
E
R
制
度
の
外
部
妥
当
性
確
認

E R 制 度

プ
ロ
バ
イ
ダ
を
活
用
し
た
販
売

新
た
な
市

場
の

検
討

ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
地
方
検
証
人

育
成
事
業

（
IS
O
1
4
0
0
1
審

査
員

補
）

(G
H
G
ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄ審

査
検

証
人

）

新
・
高
知
県
J
-
V
E
R
制
度
の
外
部
妥
当
性
確
認

終
了

度

第
一

約
束

期
間

満
了

後
に
お
け
る

制
度

に
迅
速
に
対
応

県
の

森
林

資
源

を
活

用
し
た
温

暖
化

対
策

の
推

進
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